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平和で公正な⼈類社会の実現に貢献
建学の理念を礎として知・⼈材・社会価値を創出

国際卓越研究⼤学 体制強化計画の全体像 2

卓越性の追求

研究第⼀

社会価値の創造
実学尊重

多様性と開放性
⾨⼾開放

３つのコミット
メントに基づく
システム変⾰

新たな知識経営体として機能拡張し、社会・世界への波及を拡⼤

Ⅰ

未来を変⾰する社会価値の創造

Commitment for
Impact

A) 国際的に卓越した研究エコシス
テム（学術的インパクト）
Research Excellence

B) 世界に変化をもたらす研究展開
（社会的インパクト）
Impactful Research and Innovation

Ⅱ

多彩な才能を開花させ未来を拓く

Commitment for
Talent

A) 世界の研究者を惹きつける
研究環境
Campus for Aspiring Minds

B) 世界に挑戦する学びの創造
Gateway to New Venture

Ⅲ

変⾰と挑戦を加速するガバナンス

Commitment for
Change

A) 全⽅位の国際化
Full-Scale Global Readiness

B) 機動的で責任ある経営とガバ
ナンス
Responsive and Responsible Governance



Commitments（公約）→ Goals（⽬標）→ Strategies（戦略） 3

東北⼤学は、世界的に卓越した研究
成果をもとに社会価値の創造を先導
する開かれたプラットフォームであ
る。我々は、東⽇本⼤震災からの復
興への貢献を通じ、多様なステーク
ホルダーとともに、社会的使命を共
有し、その⾃覚を強固なものとした。
東北⼤学は、研究の卓越性と多様性
を⼒として、固定観念にとらわれず
に挑戦を続け、未来を変⾰する社会
価値の創造を⾏う。

Research Excellence
国際的に卓越した研究エコシステム
（学術的インパクト）

東北⼤学は、すべての教職員、学
⽣・卒業⽣を中核とした本学コミュ
ニティメンバーの未来価値の向上に
対して継続的・重点的に投資し⾏動
する。東北⼤学は、開放性と多様性
を追求し、様々な社会的・⽂化的背
景をもった多彩な才能を受け⼊れ、
その個性を尊重するとともに、⼀⼈
ひとりの成⻑と⾃⼰実現を促す魅⼒
ある環境を作り上げ、活⼒ある未来
社会を担う⼈材の育成に貢献する。

Campus for Aspiring Minds
世界の研究者を惹きつける研究環境

Gateway to New Venture
世界に挑戦する学びの創造

東北⼤学は、卓越性と成⻑をともに
追求する新たな知識経営体へと進化
する。東北⼤学は、グローバル社会
の⼀員として⾏動するため、それに
ふさわしい組織体制を構築するとと
もに、ここに記載し約束したすべて
の事項を実現可能とする実効性の⾼
い⼤学ガバナンスを確⽴する。

Full-Scale Global Readiness
全⽅位の国際化

Responsive & Responsible 
Governance
機動的で責任ある経営とガバナンス

私たちは、広く波及する卓越し
た研究成果とそれに基づく社会
価値を創出し、地球規模課題の
解決とレジリエントな社会の実
現に貢献する。

Mission（使命）
東北⼤学は、世界的に卓越し
た研究、指導的⼈材の育成、
社会の多様なパートナーとの
協働を通して、平和で公正な
⼈類社会の実現に貢献する。

「研究第⼀」〜 卓越性の追求
「⾨⼾開放」〜 多様性と開放性
「実学尊重」〜 社会価値の創造

I-A-1︓⾻太の研究戦略に基づく
卓越性の追求

I-A-2︓独⾃の三階層研究⼒強化
パッケージ

I-A-3︓活⼒ある新たな研究体制

Founding Principles 
& Core Values（建学理念）

Commitments（公約） Strategies（戦略）Goals（⽬標）と重点KPI

Vision（⼤学像と意思）
東北⼤学は、三つの建学の理念
を礎として、知、⼈材、社会価
値を創出する世界に開かれた創
造のプラットフォームとなり、
持続可能な未来の実現に向けて
⾏動する。

私たちは、変⾰と挑戦を価値と
してシステムを⾰新し、構成員、
パートナー、社会とともに持続
的に成⻑する。

私たちは、多彩な才能を世界か
ら集め、経験・思考・⽂化など
の多様性を⼒として協働し、未
来の新たな可能性を拓く。

Commitment for Impact
未来を変⾰する社会価値の創造

Change 〜 変⾰と挑戦

Commitment for Talent
多彩な才能を開花させ未来を拓く

Commitment for Change
変⾰と挑戦を加速するガバナンス

Impact 〜 学術的・社会的
インパクト

Talent 〜 ⼈材

論⽂数、Top10％論⽂数、Top10％論⽂割
合、若⼿研究者Top10％論⽂数、
若⼿研究者Top10％論⽂割合

Impactful Research & Innovation
世界に変化をもたらす研究展開
（社会的インパクト）

⺠間企業等からの研究資⾦等受⼊額、産学
共創拠点設置件数、⼤学発スタートアップ
数、知的財産権等収⼊、産学共著論⽂数

外国⼈研究者⽐率、国際対応⼒のあるスタッ
フ⽐率、留学⽣⽐率、博⼠課程学⽣の修了時
までの国際経験割合、執⾏部の外国⼈⽐率

留学⽣⽐率、博⼠課程学⽣の修了時までの
国際経験割合、博⼠課程学⽣への平均経済
⽀援額、博⼠課程学⽣数、博⼠号取得者数

外国⼈研究者⽐率、⼥性研究者⽐率、
PI研究ユニット数、
PI対象教員とスタッフの⽐率、
国際対応⼒のあるスタッフ⽐率

⾃⼰収⼊⽐率、事業規模、独⾃基⾦造成状
況、法⼈戦略財源の規模、執⾏部の外国⼈
⽐率

I-B-1︓世界を動かす知識⾏動プラッ
トフォーム

I-B-2︓投資を呼び込むSTIプラット
フォーム

I-B-3︓イノベーションを加速する共
創機能強化

Ⅱ-A-1︓魅⼒ある研究者キャリアパス
と処遇

Ⅱ-A-2︓経営スタッフの⾼度化と役割
の拡⼤

Ⅱ-A-3︓世界⽔準の挑戦を⽀える多様
性キャンパス

Ⅱ-B-1︓⼤学院から広がるキャリアマ
ネジメント

Ⅱ-B-2︓国際性・開放性を基軸とする
⼤学院変⾰

Ⅱ-B-3︓研究⼤学にふさわしい
学部変⾰

Ⅲ-A-1︓包括的国際化の推進
Ⅲ-A-2︓頭脳循環のためのグローバル

リンケージ
Ⅲ-A-3︓世界と共創する国際拠点形成

Ⅲ-B-1︓事業成⻑の新潮流に挑戦する
経営

Ⅲ-B-2︓知識経営体のためのガバナン
ス進化

Ⅲ-B-3︓活⼒を⾼め成⻑を促す組織マ
ネジメント

Ⅲ-B-4︓多彩な才能の活躍を⽀える協
働システム

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

A

B

A

B

A

B



変⾰を先導する決意 4

本計画は、個別の研究振興ではなく、⼤学が世界と伍して成
⻑軌道を描くための「システム改⾰」に主眼がある。

東北⼤学は、⽇本にとってラストチャンスとも⾔える今回の
⼤学改⾰を先導し、「変⾰の結節点」となることを表明する。

Commitment for Impact︓「研究第⼀」「実学尊重」の建学
理念、さらには東⽇本⼤震災での課題解決の経験に⽴脚し、研究
の卓越性を妥協なく追求することを通して社会価値を創出する。
Commitment for Talent︓既成概念を打ち破り⽇本で初めて⼥
⼦学⽣を受け⼊れた「⾨⼾開放」の精神を踏襲し、世界から多彩
な才能を惹きつけ、その⼒を開花させ、⼈類の未来に貢献する。
Commitment for Change︓⽬標達成に向け変化を恐れず⼤胆
に挑戦する決意をもって、経営およびガバナンスの⾼度化を図る
とともに、将来を⾒据えて不断に⾒直し、継続的に改⾰する。



体制強化計画の主な改訂内容 5
該当ページアドバイザリーボードからの意⾒（①〜⑥）と主な改訂内容項⽬

P6〜9
参考資料
P10〜23

① ⼈⽂・社会科学系も含めた全学の研究⼒向上の道筋（学術的インパクト・社会的インパ
クトに係る⽬標の実現可能性向上に向けた具体的取組等）
 卓越性を追求し多様性を確保する研究⼒向上戦略
 ⼈⽂社会科学を中⼼とした価値創造戦略
 臨床系教員の研究⼒強化に資する新機軸研究

P24〜26
参考資料
P27〜34

③ 活⼒ある新たな研究体制の確⽴（テニュアトラック制度の全⾯的な展開に向けた⼯程、
研究者の挑戦を促す全学的な教員⼈事マネジメント等）
 国際卓越⼈事トラックを活⽤した新たな教員⼈事マネジメント

P35〜37
参考資料
P38〜45

④ ⼤学院変⾰・研究⼤学にふさわしい学部変⾰（「⾼等⼤学院」が主導する⼤学院教育の
改⾰、徹底した国際共修環境に浸る「ゲートウェイカレッジ」の設置等）
 国際性・開放性を主眼とする教育システム改⾰

教育

P46〜48
参考資料
P49〜55

② 全⽅位の国際化（世界トップクラスの研究者・学⽣の結集に向けた戦略、「包括的国際
化担当役員（CGO）」の選定状況、⽇英公⽤語化等）
 海外⼈材を惹きつける国際卓越都市に向けた施策統合
 全⽅位の国際化を推進するCGOの選定等

国際

P56〜60
参考資料
P61〜69

・
P70〜73
参考資料
P74〜80

⑤ 財務戦略の⾼度化、産学共創による収益の拡⼤⽅策（戦略的な資源配分、資⾦運⽤・調
達強化に係る体制整備、共創事業収⼊10倍増の具体的戦略、サイエンスパーク事業の進捗、
スタートアップ創出・投資・育成・回収に関する計画、スタートアップの多様性確保等）
 企業集積を加速する産学共創改⾰
 “DEEP & DIVERSE” を基軸としたスタートアップ創出
 ⼤学の⼤幅な機能拡張と３つの要素

産学共創
・

財務

P81〜84
参考資料
P85〜92

⑥ 体制強化計画の実施が継続されるガバナンス体制の構築（総合戦略会議の設置による執
⾏機能と監督機能の分離、新たな研究体制への移⾏のモニタリング等）
 知識経営体のためのガバナンス進化

ガバナンス



6

1. 全学の研究⼒向上の道筋

意⾒①への対応



アドバイザリーボードからの意⾒
① ⼈⽂・社会科学系も含めた全学の研究⼒向上の道筋（学術的インパクト・社会的インパク
トに係る⽬標の実現可能性向上に向けた具体的取組等）

7

「全学の研究⼒向上の道筋」 対応の概要
 体制強化計画第⼀次案に記載した４つの戦略を精査・明確化

 特に、分野別の研究⼒分析、FTE（フルタイム換算データ）
調査、海外研究⼤学の現地調査、リサーチクラスター群との
今後強化すべき⽅向性の戦略的対話などを実施

 以上を踏まえ、「卓越性を追求し多様性を確保する研究⼒向
上戦略」、「⼈⽂社会科学を中⼼とした価値創造戦略」、
「臨床系教員の研究⼒強化に資する新機軸」などに関する具
体的な施策パッケージを提⽰

【関連戦略】
 I-A-1︓⾻太の研究戦略に基づく卓越性の追求
 I-A-2︓独⾃の三階層研究⼒強化パッケージ
 I-A-3︓活⼒ある新たな研究体制
 I-B-1︓世界を動かす知識⾏動プラットフォーム



アドバイザリーボードからの意⾒
① ⼈⽂・社会科学系も含めた全学の研究⼒向上の道筋（学術的インパクト・社会的インパク
トに係る⽬標の実現可能性向上に向けた具体的取組等）

8

卓越性を追求し多様性を確保する研究⼒向上戦略
 活⼒ある研究体制の確⽴︓国際卓越⼈事トラックを全学的に整備し、国際⽔準の処遇・基盤経

費等を提供。HCM部⾨を創設し、初期・中堅キャリア研究者へ包括的⼈事⽀援を提供

 ECR育成システム改⾰の先導︓本学独⾃の学際科学フロンティア研究所の機能を拡張。
テニュアポジションの拡⼤、コアファシリティ⽀援やスタートアップ⽀援などを強化

 戦略的⼈事制度の構築︓本学の各分野における戦略的⼈事に関する試⾏調査を実施。調査結果
を踏まえ、卓越研究者や次世代を担う研究者の獲得に向けた全学的な教員⼈事マネジメントシ
ステム（国際公募、ピアレビュー、テニュアトラック制度ほか）を設計

 研究時間の確保︓専⾨職スタッフを1,000名規模で増員し、研究⽀援体制を抜本的に拡充。
研究者のFTE（フルタイム換算データ）を34.5％（直近の本学独⾃調査）から50.0％へ向上

 研究者⽀援制度の拡充︓全研究者の海外研鑽、サバティカル制度、バイアウト制度、国際共同
研究⽀援、Open Access⽀援、コアファシリティ⽀援、⾏政と連携したDEI推進等を展開

 リサーチクラスターの強化︓本学独⾃の三階層研究⼒強化パッケージに基づき、コアリサーチ
クラスター(災害科学、材料科学、スピントロニクス、未来型医療、環境・地球科学）および
リサーチクラスター（宇宙創成物理学、機械科学技術、データ科学、⽇本学）を強化
※ 上記のリサーチクラスター群はデータに基づく研究戦略マネジメントを通して継続的にアップデート

例︓「環境・地球科学」はWPI採択によりコアリサーチクラスターへ昇格、「統合化学」「⾷科学」はリサーチクラスターへ指定予定

※ HCM︓Human Capital Management

※ ECR︓初期キャリア研究者



アドバイザリーボードからの意⾒
① ⼈⽂・社会科学系も含めた全学の研究⼒向上の道筋（学術的インパクト・社会的インパク
トに係る⽬標の実現可能性向上に向けた具体的取組等）

9
⼈⽂社会科学を中⼼とした価値創造戦略

 ⼈⽂社会科学を含む「総合知」に基づく新たな価値創造を通して社会に貢献
 3つの価値創造戦略を策定

①レジリエントで持続的な社会に資する知の統合︓東⽇本⼤震災からの復旧・復興を主導した
経験を踏まえ、真にレジリエントな社会の実現に向けた実践的総合科学を開拓
②統合⽇本学に基づく国際価値共創︓国際社会の分断と対⽴によって不確実性が増す今⽇、⽇
本が培ってきた価値創造・課題解決の様式を国際的に共有・発信
③AI共⽣社会のデザインと実践︓最先端のテクノロジーに関する深い洞察のもと、⼈⽂社会科
学の知識を結集して、AIと共⽣する社会における諸課題の解決に挑戦

 ⼈⽂社会科学系部局を横断する「国際展開⼒強化パッケージ」により、海外研鑽機会の拡⼤、
国際共同研究の展開、研究成果の国際発信の強化、国際エンゲージメント（世界を舞台とした
多様な事業や⼈材等の活⽤）の拡⼤など、包括的な施策を推進

臨床系教員の研究⼒強化に資する新機軸
 ⼤学に求められる⾼度な医療提供体制を維持しつつ、ヒトの研究に軸⾜を置く、真のフィジ

シャン・サイエンティストを創出するために投資（インスティテュート等の形で組織化）
 ⼤学病院との共同出資により臨床系EMCR育成システムを実現し、数⼗名規模のPIに対して独

⽴研究環境を提供。国際卓越⼈事トラック等で制度的な接続性を確保しつつ卓越⼈材を創出
 ⼤学病院・バイオバンク等と連携しライフサイエンス研究プラットフォーム機能を⾼度化
 多様な専⾨性を有する研究メンタリングチーム、実務経験を有するIP・BD・スタートアップ

⽀援⼈材等を研究現場に配置、研究⽀援・事業創出体制を総合的に強化
※ EMCR︓初期・中堅キャリア研究者 ※ IP︓Intellectual Property, BD︓Business Development



参考
資料

アドバイザリーボードからの意⾒
① ⼈⽂・社会科学系も含めた全学の研究⼒向上の道筋（学術的インパクト・社会的インパク
トに係る⽬標の実現可能性向上に向けた具体的取組等）

10

「全学の研究⼒向上の道筋」 参考資料
具体的な提⽰例

 論⽂KPIの達成に向けたロジックツリー

 今後強化すべきポイントおよび研究⼒向上に向けた
⼈事戦略例（リサーチクラスター群を中⼼として）

 学際科学フロンティア研究所の機能拡張の⽅向性

 ⼈⽂社会科学における価値創造戦略

 臨床系教員の研究⼒強化の⽅向性



参考
資料 論⽂KPIの達成 〜 ロジックツリー 11

①研究時間の確保
専⾨職スタッフを約1,100名増員し、研究者の⽀援体制を
抜本的に拡充（スーパープレーヤー型技術職員を含む）
 研究FTE︓34.5％→50.0％

②活⼒ある研究体制の確⽴
ECRを含め、全テニュア／テニュアトラック教員が独⽴し
た研究ユニット主宰者（PI）として活動できる、フラット
で機動的な研究体制を確⽴（従来型講座制の転換）
 830研究室→1,800ユニット
 特任助教・ポスドクをリサーチフェローへ移⾏
 博⼠課程学⽣数2,730名→6,000名

③研究⽀援制度の拡充
全研究者の海外研鑽、サバティカル、バイアウト制度、国
際共同研究⽀援、Open Access化⽀援、コアファシリティ
拡充、⾏政等と連携したDEI推進などを展開

④リサーチクラスターの強化
三階層研究⼒強化パッケージに基づき、コアリサーチクラ
スターおよびリサーチクラスターを強化・拡充

⑤戦略的⼈事制度の構築
⼈事戦略会議によるテニュア教員⼈事の質保証、国際卓越
⼈事トラック（評価を反映した国際⽔準の処遇・基盤経費
等の提供）を展開

⑥ECR育成システム改⾰の先導
学際科学フロンティア研究所（FRIS）の機能拡張︓①テ
ニュアポジションの拡⼤、②リサーチコモンズによる分野
融合の加速、③基礎研究の現場へBD・IP・スタートアップ
⽀援等の導⼊、④バイオ領域等の取組強化
 若⼿研究者に独⽴環境50名体制→リサーチフロントの

開拓100名体制

国際
レピュテー

ション
の向上

Top10%
論⽂割合
約2.5倍

論⽂数
約3.5倍

卓越性意識の
向上

研究活動量の
向上

国際頭脳循環
への浸透

※ECR: 初期キャリア研究者

意⾒① ⼈⽂・社会科学系も含めた全学の研究⼒向上の道筋

論⽂指標のみならず、研
究の学術的・社会的イン
パクトを多⾯的に評価し、
総合的に研究⼒を向上



参考
資料 独⾃の三階層研究⼒強化パッケージ 12

意⾒① ⼈⽂・社会科学系も含めた全学の研究⼒向上の道筋

研究⼒強化
リサーチクラスター

相乗効果

海外
有⼒⼤学

• 海外研究機関との共同研究を促進
• 海外ベンチマーク校／連携校へ若⼿研究者を戦略

的に派遣（６か⽉〜１年）

教育改⾰
国際共同⼤学院

プログラム

海外
有⼒⼤学

• 海外有⼒⼤学との強い連携のもと共同教育を実践
• 研究留学を必須（6ヶ⽉以上）
• 学⽣の奨学⾦と海外渡航費を⽀援

リサーチクラスターに
国際共同⼤学院プログラムを併設

基盤的研究強化

多
様
性

戦
略
性

トップレベル
研究強化

分野融合研究強化

⼤学の強みと社会からの要請を考
慮した戦略的研究を推進
World-class Critical Massの形成

研究戦略ボード
（RSB）

戦略的に重要なリサーチフロント
を特定し次世代の核形成を促進

PIの⾃由な発想による多様な研
究活動を⻑期的視野から促進

従来型講座制からフラットで
機動的なユニット型研究体制へ

国際的な視点から研究活動の全体を俯瞰

研究所機構、研究共創体（半導体・AI・量⼦など）
SOKAP （Sustainability Open Knowledge-Action Platform）

リサーチクラスター（RC）
環境・地球科学（WPI採択︓CRCへ昇格）、
宇宙創成物理学、機械科学技術、データ科学、⽇本学

コアリサーチクラスター（CRC）
材料科学（WPI）、スピントロニクス、
未来型医療、災害科学

国際卓越⼈事トラックの整備・研究⽀援制度の強化
新たな教員⼈事マネジメントへの移⾏、EMCR育成
システムの改⾰、研究時間の確保、URA等の⾼度
専⾨⼈材の拡充、コアファシリティの強化、独⽴研
究体制の確⽴、戦略的処遇の提供、海外研鑽・サバ
ティカル制度の展開、評価に基づくインセンティブ
の拡充など ※EMCR: 初期・中堅キャリア研究者



参考
資料 戦略的⼈事の試⾏調査の概要 13

⼈事戦略計主な分野区分

30分野

• 計算材料科学、物性物理学、材料⼯学
• スピントロニクス理論計算、スピントロニクス素⼦、集積回路、量⼦材料開

発、量⼦コンピューティング、新原理コンピューティング
• 分⼦⽣物学、酸化還元⽣物学、⼼臓⾎管⽣化学、細胞⽣物学
• 防災・危機管理学、国際防災戦略研究、災害医学、防災教育学
• 海洋学、堆積物地球化学、⽣物地球化学、気候学、宇宙ロボティクス、デー

タ科学、⽇本学、素粒⼦・原⼦核実験、素粒⼦実験、有機化学 ほか

コアリサーチ
クラスターおよび

リサーチクラスター

80分野
• 同位体地球化学、海洋物理学、量⼦材料、中性⼦散乱・物性物理学、有機電

⼦デバイス、ナノ物性学、エネルギー動態研究、航空宇宙⼯学、半導体、信
号処理、暗号理論、磁気ストレージ、計算理⼯学、地震学、地質学、気候変
動、放射光科学、計測・計算融合、構造化学、宇宙ロボティクス ほか

理⼯系

30分野
• 分⼦⽣物学、⼼臓⾎管⽣化学、腫瘍免疫学、病理・臨床検査医学、システム

⽣物学、⿇酔化学、免疫学、⽣理学、薬理学、ケミカルバイオロジー、代謝
学、脳科学、神経発⽣学、内分泌・腎臓内科学、医療政策学・公衆衛⽣学、
医療経営デザイン、医療テクノロジー、⾻格⽣物学 ほか

ライフ系

16分野• 経済学、法学、中国研究、ロシア研究、歴史学、社会科学、⽂化⼈類学、社
会⼼理学、認知⼼理学、公共政策、⼈類学、国際アジェンダ推進 ほか⼈⽂社会系

156分野
約240名総 計

 本学の各分野における⼈事戦略を試⾏調査（2023.11⽉）
 卓越研究者の雇⽤やクロスアポイントメントのほか、次世代を担う

研究者の雇⽤など、研究⼒向上に向けた多様な⼈事戦略を計画

意⾒① ⼈⽂・社会科学系も含めた全学の研究⼒向上の道筋



参考
資料 東北⼤学の研究に関する課題認識 14

リサーチフロントへの機動的研究展開の不⾜

伝統的な講座制の⽋点が顕在化

教育組織（⼤学院・学部等）において分野設定が制約

特にバイオ創薬などの注⽬領域で遅れ

⼈⽂社会科学系における国際プレゼンスの不⾜

国際的視座からの課題へのアプローチの促進が必要

国際的な論⽂発表や著書刊⾏など研究成果の国際発信
が不⾜

意⾒① ⼈⽂・社会科学系も含めた全学の研究⼒向上の道筋



参考
資料 ECR育成システム改⾰の先導 15

理学研究科 ⼯学研究科 ⽣命科学研究科

⽂学研究科

医学系研究科

電気通信研究所

連 携

任期付き助教
独⽴研究環境

研究専念
メンターとの共同研究

メンター
（教授・准教授)

アドバイス

メンター部局

50名規模の助教が所属

学際研究共⽤設備
FRIS CoRE

国際研究活動⽀援
FRIS⽇韓交流プロジェクト

TI-FRIS

国際公募
全領域任期付き助教採⽤

求める⼈材像︓
国際的学際科学研究を主体的に推
進し、新しい学問分野を開拓しよ
うとする意欲のある者
※競争率︓10〜20倍

世界トップレベル学際研究
新規研究分野開拓

学際研テニュアトラック制度
（５年任期満了後）
• テニュア助教（任期なし）
• 任期付き准教授（任期５年）
• 学内ポスト（ｸﾛｽｱﾎﾟｲﾝﾄﾒﾝﾄ含む）
• 雇⽤延⻑（任期１年︓最⼤2年）

独⽴研究環境
世界トップレベル研究推進

研究費（1100万円/5年間）
国際研究活動⽀援
学際研究共⽤設備

メンター制度
PI育成サポート

メンター部局の教授・准教授から
研究スペース提供とアドバイス

異分野研究者交流
学際研究の推進

セミナー（毎⽉）、合宿（毎年）

学際科学フロンティア研究所（FRIS）
物質材料・エネルギー ⽣命・環境 情報・システム

デバイス・テクノロジー ⼈間・社会 先端基礎科学

東北⼤学ディスティングイッシュトリサーチャー 6名
東北⼤学プロミネントリサーチフェロー 52名
令和5年5⽉1⽇現在（累計）

創発的研究⽀援事業 8名

⽂部科学⼤⾂表彰
若⼿科学者賞 15名

戦略的創造研究推進事業
（さきがけ）11名

 ECRに独⽴研究環境を提供（2013年4⽉設置）
 約50名の助教ポストを年間約5億円の⾃⼰財源で確保
 FWCI 1.64（全国0.94）、Top10%論⽂割合15.2%と⾼い研究成果を創出

学際科学フロンティア
研究所（FRIS）

※ECR: 初期キャリア研究者

意⾒① ⼈⽂・社会科学系も含めた全学の研究⼒向上の道筋
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資料 FRISの機能拡張の⽅向性 16

本学の研究システム改⾰の先導役としての新たな挑戦
 テニュアポジションの拡⼤

分野を限定しない独⽴環境のECRに対して、安定的なテ
ニュアポストを提供し、国際的に卓越した研究者を確保

 リサーチコモンズによる分野融合の加速
分野融合による新領域創成のための空間を整備し、ラボラ
トリーオートメーション等を通して研究⽣産性を向上

 基礎研究の現場へBD・IP・スタートアップ⽀援等の導⼊
基礎研究の段階からBD(Business Development)や IPの専
⾨家が⽀援を提供し、インパクトの⼤きい事業を創出

 バイオ領域等の取組強化
先端研究領域の機動的開拓が必須となっているバイオサイ
エンス分野についてスピード重視で重点研究を展開

意⾒① ⼈⽂・社会科学系も含めた全学の研究⼒向上の道筋

※ECR: 初期キャリア研究者

※ IP︓Intellectual Property



参考
資料 ⼈⽂社会科学における価値創造戦略 17

⼈⽂社会科学を含む総合⼤学としての「総合知」に基づく新た
な価値創造を通して社会に貢献

A．レジリエントで持続可能な社会に資する知の統合
東⽇本⼤震災からの復旧・復興を主導した経験を踏まえ、真にレジリエントな
社会の実現に向けた実践的総合科学を開拓するとともに、知識⾏動プラット
フォームの諸活動を通して世界の持続可能性に貢献する。

B．統合⽇本学に基づく国際価値共創
国際社会の分断と対⽴によって不確実性が増す今⽇、⽇本が培ってきた価値創
造・課題解決の様式を共有・発信し、グローバルサウスなどの新興諸国とも協
働しつつ、⼈類の豊かな未来の創造に貢献する。

C．AI共⽣社会のデザインと実践
⾔語を解釈する⽣成AIの登場により、⼈⽂社会科学の膨⼤な知識をデータとし
て取り扱える時代が到来しつつあり、学術とAIの共進化が加速的に進⾏すると
予想される。最先端のテクノロジーに関する深い洞察のもと、⼈⽂社会科学の
知識を結集して、AIと共⽣する社会における諸課題の解決に挑戦する。

意⾒① ⼈⽂・社会科学系も含めた全学の研究⼒向上の道筋
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資料 A. レジリエントで持続可能な社会に資する知の統合 18

意⾒① ⼈⽂・社会科学系も含めた全学の研究⼒向上の道筋

 概要 気候変動、⾃然災害、環境・エネルギー問題、感染症、経済危機、国際紛争など、
⼈類が直⾯する諸問題の影響は、グローバル化によって瞬時に世界中に連鎖し、社会の
持続可能性そのものを脅かしつつある。これらの予測困難な事象に対してレジリエント
な社会を築くためには、⾃然科学のみならず⼈⽂社会科学をも包含する総合的な知識の
結集と実践、さらには国際社会を動かす⾏動⼒の発揮が求められる。東北⼤学は、東⽇
本⼤震災からの復旧・復興を主導した経験を踏まえ、真にレジリエントな社会の実現に
向けた実践的総合科学を開拓するとともに、知識⾏動プラットフォームの諸活動を通し
て世界の持続可能性に貢献する。

 これまでの取組 東⽇本⼤震災において、230件を超える⽂理を超えた復興アクション
を実施、うち⼈⽂社会科学系の取組も52件にのぼる。具体的には、臨床宗教師によるグ
リーフケア、⼦供の⼼理ケア、地域イノベーションプロデューサー塾、震災の歴史と
アーカイブ、⽂化財レスキュー、復興過程の社会経済分析などが典型例。防災分野にお
いては、国際アジェンダなどへの貢献も顕著な成果として発信されている。

 今後の展開と価値創造 レジリエントで持続可能な社会実現のための実践的な総合知
パッケージとして国際的に⾒える形で研究・教育を展開する。特に、①世界の卓越した
研究者や実務家などと連携した研究の推進とその成果の社会実装（ルールメイキング等
を含む）を重点化するとともに、それと連動した②国際的な⼈材育成（防災MBA/MPA、
SDGs教育プログラム等）を戦略的に展開することで、国際社会への貢献と価値化を図る。

 研究⼒向上に向けた⼈事戦略例 上記戦略の実⾏のために、多様な研究者・実務家との
連携や招へいを計画。

震災経験から獲得した課題解決の⽅法論を総合知パッケージとして国際展開
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資料 B. 統合⽇本学に基づく国際価値共創 19

意⾒① ⼈⽂・社会科学系も含めた全学の研究⼒向上の道筋

 概要 ⽇本の⽂化・社会を研究対象とする海外の⽇本学研究は、国内の伝統的な研究と
は異なる価値観に⽴脚した新たな視点を提供する。統合⽇本学は、国際ネットワーク
「⽀倉リーグ」を介して内外の⽇本学研究の融合を図り、相対化の視点からグローバル
に通⽤する新たな学術的・社会的価値を⾒いだすものである。歴史を顧みれば、ユーラ
シア⼤陸の周縁に位置する⽇本の⽂化や社会は、他の⽂明を柔軟に受容しつつ、⾃らを
⼤胆に変容させ、世界に⼤きな影響を及ぼしてきた。国際社会の分断と対⽴によって不
確実性が増す今⽇、⽇本が培ってきた価値創造・課題解決の様式を共有・発信し、グ
ローバルサウスなどの新興諸国とも協働しつつ、⼈類の豊かな未来の創造に貢献する。

 これまでの取組 本学の⽇本学研究のルーツは、ドナルド・キーン⽒（本学名誉博⼠、
コロンビア⼤学名誉教授、⽂化勲章受章）も訪れていた⽂学部附属⽇本⽂化研究施設に
ある。その後、⽂学および法学研究科において現代⽇本の諸問題（社会的不平等やジェ
ンダー等）に関する学際的研究が展開。さらに⽂系全部局が⼀体となり「⽇本学国際共
同⼤学院プログラム」が発⾜。その取組は欧州⼤学との「⽀倉リーグ」にも発展し、本
年10⽉には「統合⽇本学センター」として⽇本学コミュニティの中核組織設置に⾄った。

 今後の展開と価値創造 統合⽇本学の国際共同研究および国際共同⼤学院をパッケージ
にして、これまでに開拓してきた欧州の⼤学（⽀倉リーグ）のみならず、北⽶の有⼒⼤
学へも拡⼤するとともに、デジタルアーカイブなどの活⽤を通して国際的な知の創出プ
ラットフォームとしての機能強化を図る。さらにアジア、グローバルサウスなどの新興
諸国へも活動を展開することで、世界の成⻑センターの⼈的資本⾼度化に貢献する。

 研究⼒向上に向けた⼈事戦略例 上記戦略の実⾏のために、北⽶における⽇本学研究者
との連携や招へいを計画。

相対化の視点から展開する新たな⽇本学、包摂的で豊かな未来の創造



参考
資料 C. AI共⽣社会のデザインと実践 20

意⾒① ⼈⽂・社会科学系も含めた全学の研究⼒向上の道筋

 概要 AIの急速な発展により世界規模での社会変⾰が進⾏しており、⼈間の⽣活や社会
構造に⼤きな影響を与えている。今後も、従来をはるかに凌駕する⾼度で汎⽤的な情報
処理能⼒を備えたAI（AGI）が出現することが予想されており、倫理的・法的・社会的
な懸念（ELSI）はもとより、⼈類の潜在的脅威となる可能性が指摘されている。⼀⽅で、
⾼度なAIが、従来なし得なかった様々な学術的・社会的課題に対する解決の可能性を拓
きつつあることも事実である。例えば、⼈⽂社会科学は主として⾃然⾔語により記述さ
れる学問であるが、⾔語を解釈する⽣成AIの登場により、⼈⽂社会科学の膨⼤な知識を
データとして取り扱える時代が到来し、学術とAIの共進化が加速的に進⾏している。こ
のような状況を先取りし、最先端のテクノロジーに関する深い洞察のもと、⼈⽂社会科
学の知識を結集して、AIと共⽣する社会における諸課題の解決に挑戦する。

 これまでの取組 本学はデータ駆動型の課題解決に早くから着⽬し、⽂理の垣根を越え
て、サービス・データ科学研究センター（経）、ヨッタスケールインフォマティクスセ
ンター（全学）、計算⼈⽂社会学分野（⽂）などの整備を進めてきた。また、⾃然⾔語
処理（NLP）において⽇本最⼤の研究者グループを擁することから、真に⽂理を横断す
る組織として⾔語AI研究センターを設置し、10⽉より活動を開始した。

 今後の展開と価値創造 このような国際的にも特徴的な取組を活かし、AI駆動型の社会
課題解決に関するソリューションハブを形成するとともに、社会の多様な課題への実践
を通して、真にAIと共⽣する新たな社会の倫理的・法的・社会科学的デザインを総合的
に明らかにし、その知⾒を広く世界に発信する。

 研究⼒向上に向けた⼈事戦略例 上記戦略の実⾏のために、AI研究者、AI倫理研究者等
との連携や招へいを計画。

AIと⼈⽂社会科学の共進化が拓く⾰新



参考
資料 ⼈⽂社会科学分野に特化した国際展開の強化 21

意⾒① ⼈⽂・社会科学系も含めた全学の研究⼒向上の道筋

 国際連携実績 これまで本学の⼈⽂社会科学系部局は多様な国際事業を展開。例として、オール
⼈⽂社会系部局による「⽇本学国際共同⼤学院プログラム」（2019年）、⽇本学国際プラット
フォーム「⽀倉リーグ」（2015年・欧⽶等18か国30⼤学）、「統合⽇本学センター」（2023
年新設）、「Asia Education Leaderコース」（2014年開設・東アジア4か国6⼤学）、「国際
法政策センター」（2023年新設）、「データ科学研究協⼒ネットワーク」（2013年・アジア・
欧⽶5か国10機関）、「SDGs国際共同研究・国際産学連携推進室」（2024年新設）、「北極域
研究加速化プロジェクト」（2020年・北極域6か国との共同研究）などがある。また、環太平洋
⼤学協会（APRU・60⼤学）での 「Multi-Hazards Program」の実施等を通じ、「災害教育」
分野での2021年の発表論⽂実績は世界2位（2019年︓14位）と⼤幅に向上している。

 現在の課題 このような多様な活動が実施されているものの、主として特定の部局や分野に限定
された活動にとどまるものが多い。⼤学として⽬に⾒える形での全学的な国際的活動の推進、国
際的視座を重視する評価の導⼊、マインドセットの醸成等については改善の余地がある。

部局を横断する国際展開⼒強化パッケージ

⽂学 教育学 法学 経済学 国際
⽂化

東北
アジア

〇海外派遣⽀援 〇国際共同研究⽀援
〇研究成果促進（論⽂・図書等）
〇オープンアクセス化⽀援 〇国際会議等開催⽀援
〇国際卓越⼈事トラック整備（海外卓越研究者の

雇⽤等）など

…

国際展開⼒強化パッケージ

 今後の展開 ⼈⽂社会系部局を横断する「国際展開⼒
強化パッケージ」を推進。海外研鑽機会の拡⼤（海外
派遣、国際共同研究等）、研究成果の国際発信（国際
出版、国際共著、海外メディア発信等）、国際エン
ゲージメントの拡⼤（多様な国際協働事業、⼈材の多
様化等）を図る。本パッケージと連動する評価に加え
て、国際的活躍がキャリアのインセンティブとなる研
究者処遇改⾰も推進。施策の効果測定・改善にあたっ
ては、⼈⽂社会系の国際アドバイザリボード等を設定
のうえ、国際的視座を⼗分に取り⼊れる。
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資料 臨床系教員の研究⼒強化の⽅向性 22

意⾒① ⼈⽂・社会科学系も含めた全学の研究⼒向上の道筋

真のフィジシャン・サイエンティストの創出へ
⾼度な医療提供体制を維持しつつ、ヒトの研究に軸⾜を置

くフィジシャン・サイエンティストの創出に対して投資
 ⼤学病院との共同出資により臨床系EMCR育成システム

を先⾏実施（インスティテュートとして組織化）、数⼗
名規模のPIを想定し独⽴研究環境を提供

 さらに、国際卓越⼈事トラック等で制度的な接続性を確
保しつつ、学内外を問わず卓越⼈材を戦略的に獲得

ライフサイエンス研究プラットフォームの確⽴
 多様な専⾨性を有する研究メンタリングチームを編成
 実務経験のあるIP・BD⽀援⼈材等を戦略的に配置
 ⼤学病院、バイオバンクを中⼼に研究⽀援・事業創出体

制を強化

※EMCR︓初期・中堅キャリア研究者
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資料 研究⼤学とグローバルリンケージ 〜 東北⼤学草創期 23

戦前における⽇本の科学者にとって海外留学は⼤きな意味を持っていた。1907
年に創⽴された東北帝国⼤学の場合、初代教授に就任すべく内命を受けた７名
の研究者が、⽂部省在外研究員として独仏英⽶へ留学、開学準備を進めた

時代を経て、国⽴⼤学法⼈化とともに在外研究員制度は廃⽌。また、近年、教
員の研究以外の職務負担の増⼤、専従義務のある競争的研究費による雇⽤の増
加等により⻑期海外派遣が躊躇され、研究者としての海外研鑽機会が減少傾向

本計画では、全研究者への海外研鑽・サバティカル制度等の展開、評価におけ
る国際的視座の重視、多様な海外⼈材の獲得等により、研究⼤学としての⼈的
資本の充実・⾼度化の観点から、グローバルリンケージを戦略的に強化する

1910年９⽉、東北帝⼤理科⼤学教授会「パリ会議」
（パリ郊外に集う真島、藤原、⽇下部、愛知らの教授予定者）

1908年1⽉、教授予定者による葉書
（本多、⽇下部（ゲッティンゲン⼤学）から真島（キール⼤学）宛）

意⾒① ⼈⽂・社会科学系も含めた全学の研究⼒向上の道筋
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２. 活⼒ある新たな研究体制の確⽴

意⾒③への対応



アドバイザリーボードからの意⾒
③ 活⼒ある新たな研究体制の確⽴（テニュアトラック制度の全⾯的な展開に向けた⼯程、研
究者の挑戦を促す全学的な教員⼈事マネジメント等）

25

「活⼒ある新たな研究体制の確⽴」 対応の概要
 体制強化計画第⼀次案に記載した３つの戦略を精査・明確化

 特に、約150分野における戦略的⼈事の試⾏調査、ECR等へ
独⽴研究環境構築等に向けたヒアリング、海外有⼒⼤学の研
究者⼈事システム調査（国際公募、ピアレビュー、テニュア
トラック制度ほか）などを実施。さらに、⼈⽂社会科学分野
では海外卓越研究者獲得に向けた戦略的⼈事を先⾏実施

 以上を踏まえ、国際的に卓越した研究者や次世代を担う研究
者の獲得に向けた「国際卓越⼈事トラック制度」 、「新た
な教員⼈事マネジメント移⾏計画」などを提⽰

【関連戦略】
 Ⅰ-A-2︓独⾃の三階層研究⼒強化パッケージ
 Ⅰ-A-3︓活⼒ある新たな研究体制
 Ⅱ-A-1︓魅⼒ある研究者キャリアパスと処遇

※ ECR︓初期キャリア研究者



アドバイザリーボードからの意⾒
③ 活⼒ある新たな研究体制の確⽴（テニュアトラック制度の全⾯的な展開に向けた⼯程、研
究者の挑戦を促す全学的な教員⼈事マネジメント等）

26

国際卓越⼈事トラックを活⽤した新たな教員⼈事マネジメント
 学問分野の特性に応じた雇⽤条件やテニュア基準等を実現する国際卓越⼈事トラックを全

学的に整備し、PI（研究ユニット主宰者）に対して国際⽔準の処遇・基盤経費等を提供
 HCM部⾨を創設し、初期・中堅キャリア研究者へ包括的⼈事⽀援を提供。多様なキャリア

を想定した⾼度キャリア⽀援、海外派遣や多職種研修などの能⼒開発⽀援を実施
 学際科学フロンティア研究所（FRIS）の機能を拡張。テニュアポジションの拡⼤、コア

ファシリティ⽀援やスタートアップ⽀援などを⼤幅強化することでECR育成システムの改
⾰を先導 ※ HCM︓Human Capital Management

助教
（テニュアトラックPI）

准教授
（国際卓越PI）

教授
（国際卓越PI）

選抜

リサーチフェロー

助教
（従来型）

500名

准教授・講師
（従来型）

570名

教授
（従来型）

730名
特任助教・ポスドク

選抜選抜

現状

国際卓越⼈事トラックの整備（国際⽔準の処遇・基盤経費等を提供）

外部から採⽤HCM部⾨による包括的⼈事⽀援の提供
（⾼度キャリア⽀援・海外派遣・多職種研修など）

テニュア
審査



参考
資料

アドバイザリーボードからの意⾒
③ 活⼒ある新たな研究体制の確⽴（テニュアトラック制度の全⾯的な展開に向けた⼯程、研
究者の挑戦を促す全学的な教員⼈事マネジメント等）

27

「活⼒ある新たな研究体制の確⽴」 参考資料
具体的な提⽰例

 国際卓越⼈事トラックの全学的整備

 教員⼈事マネジメント（国際公募、ピアレビュー、
テニュアトラックなど）の全学展開

 HCM（Human Capital Management）部⾨が
備えるべき機能

 研究⽀援⼈材とコアファシリティの⼀体的強化
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資料 活⼒ある新たな研究体制の設計 28※HCM: Human 

Capital Management

① 国際卓越⼈事トラックを整備し、国際⽔準の処遇や基盤経費等を提供
② 研究者の⽀援体制を抜本的に拡充し、研究時間を確保（FTE 約50%へ）
③ 初期・中堅キャリア研究者へ包括的⼈事⽀援を提供（HCM部⾨を創設）

・・・ 国際卓越研究⼤学制度による⽀援の約8割を⼈的投資へ

助教
（テニュアトラックPI）

准教授
（国際卓越PI）

教授
（国際卓越PI）

スタッフの充実と⾼度化
（研究・教育・国際・⼊試・技術・産連・知財・⼈事・法務等）

選抜

リサーチフェロー

助教
（従来型）

500名

准教授・講師
（従来型）

570名

教授
（従来型）

730名
特任助教・ポスドク

選抜選抜

② ⽀援の抜本的拡充（1,100名増員）→ FTE 約50%へ

施設・設備・コアファシリティ等の拡充（⼤学債等も活⽤）

現状

① 国際卓越⼈事トラック（国際⽔準の処遇・基盤経費等を提供）

外部から採⽤③ HCM部⾨による重点⽀援
（⾼度キャリア⽀援・海外派遣・多職種研修など）

意⾒③ 活⼒ある新たな研究体制の確⽴

テニュア
審査
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資料 全学的な教員⼈事マネジメント 29

今後の⽅向性現在事項

• ⼈事戦略会議をプロボストが主導。すべてのテニュ
ア教員の配置・採⽤・昇任を戦略的に強化

• プロボストの下に教員⼈事・評価担当副学⻑、それ
を補佐する副学⻑補佐を配置

• ⼈事戦略会議（議⻑︓総⻑）を設置。すべて
のテニュア教授の採⽤を確認配置・採⽤・昇任

• 記載する内容（応募資格や処遇・基盤経費等）につ
いて⾒直し

• プロボストの下に「ダイバーシティオフィサー」を
新設

• HCM部⾨が海外研究者の採⽤交渉を⽀援

• 「東北⼤学における教員選考に関する基本⽅
針」において、国際公募を実施国際公募

• 「東北⼤学における教員選考に関する基本⽅針」、
「東北⼤学テニュアトラック制度ガイドライン」を
⾒直し、テニュア教員の採⽤・昇任に係るピアレ
ビューを実施

• 各部局において、必要に応じ実施ピアレビュー

• 「教員個⼈評価フレームワーク（仮称）」に基づき、
各部局において実施後、総⻑・プロボストが確認

• 次世代型研究者データベースに基づく教員個⼈評価
の実施・展開

• 「教員個⼈評価のあり⽅」に基づき、各部局
において実施

• 「次世代型研究者データベース」システムの
開発・運⽤

処遇（評価）

• 東北⼤学国際卓越⼈事トラックを整備し、学問分野
の特性に応じた雇⽤条件やテニュア基準の明確化を
実施

• テニュア付与が認められなかった場合には、HCM部
⾨によるキャリア⽀援を実施

• 「東北⼤学テニュアトラック制度ガイドライ
ン」を制定し、テニュア審査委員会、不服申
し⽴て制度等の全学的整備を実施

テニュア
トラック

意⾒③ 活⼒ある新たな研究体制の確⽴



参考
資料 法⼈の⻑がコミットする戦略的⼈事 30

 ⼈事戦略会議をプロボストが主導、全テニュア教員の
採⽤・昇任・処遇・評価・予算措置等の案を策定し、
総⻑が最終決定

 組織横断的に多様な⼈事戦略（ヘッドハンティング、
スパウズプログラム、クラスター採⽤等）および研究
⽀援（研究環境、⽀援⼈員等）をパッケージで展開

意⾒③ 活⼒ある新たな研究体制の確⽴
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採⽤
• ⼈事戦略会議の事務局
• 国際卓越⼈事トラック（教員の採⽤、テニュア・昇進審査等）の整備・運⽤
• テニュア審査に係る不服申し⽴て窓⼝
• ヘッドハンティング、国際公募、ピアレビューに係る業務⽀援 等

評価
• 教員個⼈評価フレームワーク（仮称）の整備・運⽤
• 次世代型研究者データベースの整備・運⽤ 等

研修・キャリアパス
• 博⼠課程学⽣を含むEMCRの能⼒開発（トランスファラブルスキル、海外派遣、多職種研修等）
• 博⼠課程学⽣を含むEMCRのキャリアパス⽀援（就職⽀援、ジョブフェア、インターンシップセミナー等） 等

⼈事企画
• 職員の任免、給与、福利厚⽣など基本的な制度企画と運⽤ 等

DEI推進
• ダイバーシティ確保に向けた意識啓発、環境整備、制度策定 等

安全衛⽣
• 安全衛⽣に係る責任体制、労働災害の未然防⽌策、職員の安全確保および健康の保持増進 等

採⽤
• 戦略的な⼈材獲得、広報活動の強化
• 外部⼈材のヘッドハンティング 等

評価
• 専⾨職の特性に応じた評価制度の整備・運⽤ 等

研修・キャリアパス
• 能⼒開発のための研修強化（英語⼒、DX、マネジメント、技術⽀援スキル等）
• ⾃⼰研鑽への⽀援（博⼠号、業務上有益な資格の取得等）
• ⺠間等外部機関との⼈事交流の拡⼤ 等

研究者⼈材部⾨

経営スタッフ（総合職・専⾨職）⼈材部⾨

共通企画部⾨

※EMCR: 初期・中堅キャリア研究者

意⾒③ 活⼒ある新たな研究体制の確⽴
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意⾒③ 活⼒ある新たな研究体制の確⽴
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意⾒③ 活⼒ある新たな研究体制の確⽴



参考
資料 研究⽀援⼈材とコアファシリティの⼀体的強化 34

 研究⽀援⼈材のエキスパート化と処遇強化
 ジョブ型雇⽤を活⽤した柔軟な複線型キャリアパスを整備する

とともに、スキルアップ・能⼒開発プログラムを展開。博⼠等
資格の保有者、他業種経験者などの⾼度⼈材を積極的に登⽤

 卓越研究者と対等に協働する「スーパープレーヤー型」には、
評価と連動した業績給や⾼額給与を設定

 魅⼒的研究環境を提供するコアファシリティの進化
 各キャンパスに研究⽀援⼈材が常駐する共通機器センターを整

備。特にEMCRに対する⽀援を展開
 基盤的コアファシリティに加え、戦略性の⾼いフラッグシップ

ファシリティ（放射光施設、バイオバンク、半導体実験施設な
ど）による多様なレベルの魅⼒的な研究環境を確⽴

 ⺠間等と連携した戦略的コアファシリティ整備やスタートアッ
プへの戦略的⽀援など、新たな取組も展開 

※EMCR: 初期・中堅キャリア研究者

※⽂部科学省「コアファシリティ構築⽀援プログラム」の中間評価において、採択10機関で唯⼀S評価を獲得

意⾒③ 活⼒ある新たな研究体制の確⽴
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３. ⼤学院変⾰・学部変⾰

意⾒④への対応



アドバイザリーボードからの意⾒
④ ⼤学院変⾰・研究⼤学にふさわしい学部変⾰（「⾼等⼤学院」が主導する⼤学院教育の改
⾰、徹底した国際共修環境に浸る「ゲートウェイカレッジ」の設置等）

36

「⼤学院変⾰・学部変⾰」 対応の概要
 体制強化計画第⼀次案に記載した３つの戦略を精査・明確化

 特に、⾼等⼤学院およびゲートウェイカレッジの設置に向け
た想定スケジュールの策定と⼯程の明確化、アドミッション
機構による⼊学者選抜改⾰の⽅向性の確認、戦略的留学⽣リ
クルートに向けたターゲット地域やアプローチの検討、海外
有⼒⼤学の現地調査などを実施。さらに、研究科・学部単位
での厳格な定員管理の緩和に関する対話を実施

 以上を踏まえ、「国際性・開放性を主眼とする教育システム
改⾰（⾼等⼤学院・ゲートウェイカレッジ・アドミッション
機構関連）」のための施策パッケージを提⽰

【関連戦略】
 Ⅱ-B-1︓⼤学院から広がるキャリアマネジメント
 Ⅱ-B-2︓国際性・開放性を基軸とする⼤学院変⾰
 Ⅱ-B-3︓研究⼤学にふさわしい学部変⾰



アドバイザリーボードからの意⾒
④ ⼤学院変⾰・研究⼤学にふさわしい学部変⾰（「⾼等⼤学院」が主導する⼤学院教育の改
⾰、徹底した国際共修環境に浸る「ゲートウェイカレッジ」の設置等）

37

国際性・開放性を主眼とする教育システム改⾰
 ⼤学院を⼀元管理する「⾼等⼤学院」を設置。ディシプリンが固定化され研究室に閉じた⼈

材育成から脱却し、開放的で全学的なマネジメントによる⼈材育成システムへ移⾏
 「国際的に活躍できる能⼒」に主眼を置く「ゲートウェイカレッジ」を創設。⽇本⼈学⽣と

留学⽣がともに学ぶ国際共修環境を整備し、研究⼤学にふさわしい学部教育を展開
 学部および⼤学院の⼊学者選抜を総括する「アドミッション機構」を設置。同機構を中⼼と

して、海外エージェントや海外同窓会とも連携し、優秀な留学⽣の戦略的リクルートを展開

アドミッ
ション
機構

世
界
で
活
躍
す
る
卓
越
し
た
研
究
者
を
輩
出

多
様
な
セ
ク
タ
ー
へ
⾼
度
専
⾨
⼈
材
を
供
給

リ
ク
ル
ー
ト
・
学
⽣
選
抜

⼀
括
管
理

⾼等⼤学院
各研究科の教育機能を束ねるアンブレラ組織として⼤学院全体を⼀元管理

ゲートウェイカレッジ
「国際的に活躍できる能⼒」に主眼を置いた学部教育を展開

⾼等⼤学院へ接続

教育プログラム・
学位

教育プログラムの企
画・運営と学位授与
の管理

奨学⾦等配分
戦略的・実効的な奨
学⾦等配分

学⽣⽀援
留学⽀援、キャリア
形成⽀援・各種研修
などの実施

定員配分
⼤学院全体で定員管
理および戦略的な定
員配分を差配

学⽣配属
戦略的なリソース配
分により学⽣配属を
決定

PIの研究科への
配置

リクルートした卓越
研究者（PI）を研究
科へ戦略的に配置

Late
Specialization

専攻分野選択やキャ
リア形成のための時
間を⼗分に確保

完全クォーター制
交換留学やインター
ンに参加しやすいよ
う完全クォーター制
を導⼊

⼤学院進学⽀援
⼀定成績を収めれば
フルサポートの⼤学
院プログラムに接続

総合型選抜
これまでの総合型選
抜の実績を踏まえ、
学部⼊学者選抜を総
合型選抜に段階的に
移⾏

国際共修環境の
整備

⽇本⼈学⽣と留学⽣
がともに学ぶ国際共
修環境を整備

国際経験の必須化
⼊学後は徹底した英
語イマージョン教育
を実施。さらに交換
留学等により国際経
験を必須化

留学⽣100名
⽇本⼈100名からスタート
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資料

アドバイザリーボードからの意⾒
④ ⼤学院変⾰・研究⼤学にふさわしい学部変⾰（「⾼等⼤学院」が主導する⼤学院教育の改
⾰、徹底した国際共修環境に浸る「ゲートウェイカレッジ」の設置等）

38

「⼤学院変⾰・学部変⾰」 参考資料
具体的な提⽰例

 ⾼等⼤学院による⼤学院マネジメントの⼀元化

 ゲートウェイカレッジの設置と学部改⾰の⽅向性

 アドミッション機構による⼊試改⾰と戦略的な
学⽣リクルート

 ⼤学（⼤学院）設置審査等への要求事項



参考
資料 ⼤学院改⾰の⽅向性 39

⼤学院を⼀元管理する⾼等⼤学院を設置
ディシプリンが固定化され研究室に閉じた⼈材育成から脱却し、
開放的で全学的なマネジメントによる⼈材育成システムへ移⾏

 学術の進展（リサーチフロント等）や社会ニーズの変化に柔軟かつ機動的
に対応できる⼤学院改⾰
⾼等⼤学院が⼤学院全体の定員を管理し、⼤学の⼈材育成戦略や学⽣の需
要の変化にあわせ、柔軟で機動的な定員のアロケーションを⾏う。

 卓越した研究者（PI）と意欲ある⼤学院⽣を結ぶシステム改⾰
⾼等⼤学院が研究科や学位プログラムと連携し、戦略的なリソース配分
（学⽣定員、奨学⾦等）により学⽣配属を決定。また、国際卓越⼈事ト
ラックなどでリクルートした卓越した研究者（PI）を研究科等へ戦略的に
配置する。

 ⼤学院⽣を増員、社会の発展を先導する⾼度⼈材を多様なセクターへ輩出
産業界、アカデミア、国際機関など多様なセクターの⾼度⼈材ニーズや、
社会⼈の学び直しニーズにも対応した魅⼒ある教育プログラムを展開する
ことで、⼤学院⽣を⼤幅に増員。研究者や起業家などを含む国際的価値創
造を牽引できる⼈材を育成し、多様なセクターへ輩出する。

意⾒④ ⼤学院変⾰・研究⼤学にふさわしい学部変⾰



参考
資料 ⾼等⼤学院による⼤学院マネジメントの⼀元化 40
 学術の進展（リサーチフロント等）や社会ニーズの変化に柔軟かつ機動的に対応

できる⼤学院を構築
 卓越した研究者（PI）と意欲ある⼤学院⽣を結ぶシステム改⾰（学⽣配属、奨学⾦等）
 ⼤学院⽣の増員、社会の発展を先導する多様な⾼度⼈材の輩出

HCM
部⾨

キャリア形
成⽀援、研
修プログラ
ム実施 等

⼊⼝ 出⼝

アドミッ
ション
機構

リクルー
ト・学⽣選
抜業務の⼀
括管理

環境・地球科学

データ科学

宇宙創成物理学

⽣命科学（脳科学）

機械科学技術

⽇本学

材料科学

災害科学・安全学

統合化学

スピントロニクス

国際共同⼤学院プログラム

リーディングプログラム
マルチディメンジョン物質理⼯学

⼈⼯知能エレクトロニクス

変動地球共⽣学

グリーン×デジタル

産学共創⼤学院プログラム
未来型医療創造

⾼等⼤学院（2027年度設置予定）
各研究科の教育機能を束ねるアンブレラ組織として⼤学院全体を⼀元管理
定員配分

⼤学院全体で柔
軟な定員管理、
戦略的な定員配
分を差配

学⽣配属
研究科や学位プ
ログラムと連携
し、戦略的なリ
ソース配分によ
り学⽣配属を決
定

PIの研究科へ
の配置

国際卓越⼈事ト
ラックなどでリ
クルートした卓
越した研究者
（PI）を研究科
へ戦略的に配置

教育プログラ
ム・学位

横断型学位プロ
グラムをはじめ
とする教育プロ
グラムの企画・
運営と学位授与
の管理

奨学⾦等配分
戦略的・実効的
な奨学⾦等配分
（平均⽀援額）
現在180万円
10年⽬240万円
18年⽬276万円
25年⽬300万円

学⽣⽀援
国際経験を積ま
せるための留学
⽀援、HCM部⾨
と連携したキャ
リア形成⽀援・
各種研修などの
実施

⽂
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教
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学
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学

薬
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学

農
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際
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化

情
報
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学
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命
科
学

環
境
科
学

医
⼯
学

既設の横断型学位プログラム
10（25）年後に、25（50）

プログラムに拡⼤

意⾒④ ⼤学院変⾰・研究⼤学にふさわしい学部変⾰
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資料 学部改⾰の⽅向性 41

「国際的に活躍できる能⼒」に主眼を置く「ゲートウェイカ
レッジ」を創設、研究⼤学にふさわしい学部教育を展開

 研究⼤学における学部教育のあり⽅
研究⼤学として重視すべき「国際的に活躍できる能⼒」に主眼を置いた
教育を展開する「ゲートウェイカレッジ」を設置（2027年度予定）。⽇
本⼈学⽣と留学⽣が共に学ぶ国際共修環境を整備する。

 国際経験の必須化
「英語で考え、英語で表現する⼒」を向上させるため、カレッジ⼊学後
の半年間は徹底した英語イマージョン教育を実施。さらに交換留学等に
より、国際経験を必須化する。

 Late Specialization
分野転換教育によりLate Specializationを実現し、専攻分野選択やキャ
リア形成のための時間を⼗分に確保する。

 総合型選抜への移⾏
これまでの総合型選抜の実績を踏まえ、学部⼊学者⼀般選抜を総合型選
抜に段階的に移⾏。

意⾒④ ⼤学院変⾰・研究⼤学にふさわしい学部変⾰
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資料 アドミッション機構の設置と⼊試改⾰の⽅向性 42

⼤学院選抜（成績・⼈物評価への転換）

国内外の
挑戦⼼ある

⼈材

アドミッション機構
学部および⼤学院の⼊学者選抜、リクルーティングを統括

ゲートウェイ
カレッジ

⾼等⼤学院

学部選抜（総合型選抜への移⾏）

①出願書類等

⼊学者選抜
設計部⾨

リクルーティ
ング部⾨

学部選抜
担当部⾨

⼤学院選抜
担当部⾨

②統⼀試験等 ③⾯接試験等 ①外部試験等 ②成績証明書・推薦書等 ③⾯接試験等

出願 ⼊学・
進学

業務⼦会社 海外エージェント海外同窓会 各学部・研究科
連携・委託

⼊学者選抜
の⽅向性

 ⼊学者選抜の抜本的⾒直しを図り、国際的にインパクトある⼈材を輩出すべく、
学部および⼤学院の⼊学者選抜を総括する「アドミッション機構」を設置

 ⼊学者選抜設計部⾨、リクルーティング部⾨に専⾨スタッフを配置し、質の⾼い
学⽣を継続的に獲得するための機能強化を実現

 学部⼊学者選抜は総合型選抜へ移⾏、⼤学院⼊学者選抜は成績・⼈物評価へ転換

意⾒④ ⼤学院変⾰・研究⼤学にふさわしい学部変⾰
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資料 ⼤学院留学⽣の戦略的リクルート 43

専⾨チームによる戦略的展開
重点国・地域の有⼒⼤学等への訪問・関係構築、説明会の実施により優
秀な志願者を獲得

海外エージェント・海外同窓会との連携・活⽤
1. 海外エージェントを活⽤し、南アジア・中東・アフリカ・中南⽶等で

のリクルートの強化、新たな学⽣獲得ルートの開拓を実施
2. 東北⼤学海外同窓会のネットワークを活⽤した現地⼤学説明会や勧誘

等の海外プロモーションを実施

国際ネットワークを活⽤した留学⽣リクルート
1. リサーチクラスターや卓越した研究者（PI）がもつ国際ネットワーク

を活⽤した優秀な留学⽣のリクルート、奨学⾦等を優先的に配分
2. 種々のプログラム（国際共同⼤学院プログラムや国費留学⽣優先配置

プログラム等）による優秀な留学⽣のリクルート、奨学⾦等を優先的
に配分

3. サマープログラムや交換留学等で受け⼊れた優秀な留学⽣をフォロー
アップし、⼤学院正規課程へ勧誘

意⾒④ ⼤学院変⾰・研究⼤学にふさわしい学部変⾰
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資料 学部留学⽣の戦略的リクルート 44

海外指定校推薦制度の創設・拡⼤
海外トップ⾼校と協定締結し、指定校推薦制度を創設、漸次拡⼤

現在
年間約40回、4,000名へリーチ

10年後
年間約150回、20,000名へリーチ

現在
エージェントの活⽤なし

10年後
約15の国・地域、10,000名へリーチ

現在
海外指定校推薦制度なし

10年後
20校、60名の推薦枠

専⾨チームによる戦略的展開
1. 重点国・地域のトップ⾼校へのリーチ︓世界の⼤学進学者数等の動向・将来予測をもとに

重点国・地域を戦略策定、トップ⾼校への訪問・関係構築、説明会の実施により優秀な志
願者を獲得

2. 国際認証教育機関等を通じたリーチ︓ケンブリッジ国際（世界約10,000校、⽇本20校）、
国際バカロレア（世界約5,600校、⽇本216校）、インターナショナルスクール・⽇本語
補習校コンソーシアム等を活⽤したリクルート活動

海外エージェント・海外同窓会との連携・活⽤
1. 海外エージェントを活⽤し、南アジア・中東・アフリカ・中南⽶等でのリクルートの強化、

新たな学⽣獲得ルートの開拓を実施
2. 東北⼤学海外同窓会のネットワークを活⽤した現地説明会等の海外プロモーションを実施

意⾒④ ⼤学院変⾰・研究⼤学にふさわしい学部変⾰
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⾼等⼤学院構想・ゲートウェイカレッジ構想
⼤学院においては、学術の進展（リサーチフロント等）や社会ニー
ズの変化に柔軟かつ機動的に対応した学位プログラム等を展開、世
界の有⼒⼤学における⼤学院規模を⽬指して順次定員を拡⼤する。
学部においては、研究⼤学にふさわしい学部教育として、「国際的
に活躍できる能⼒」に主眼を置いた教育を展開、⼀般⼊試から総合
型選抜に段階的に移⾏。

要求事項
 （現⾏ルール）研究科・学部単位での厳格な定員管理

 → ⼤学全体での柔軟な定員管理の実現
 （現⾏ルール）学⽣定員を増やす場合、その都度、膨⼤な作業

を伴う概算要求⼿続が必須
       → 複数年度計画の⼀括要求、⼀括認可、関連資料の簡素化

意⾒④ ⼤学院変⾰・研究⼤学にふさわしい学部変⾰
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４. 全⽅位の国際化

意⾒②への対応



アドバイザリーボードからの意⾒
② 全⽅位の国際化（世界トップクラスの研究者・学⽣の結集に向けた戦略、「包括的国際化
担当役員（CGO）」の選定状況、⽇英公⽤語化等）

47

「全⽅位の国際化」 対応の概要
 体制強化計画第⼀次案に記載した３つの戦略を精査・明確化

 ⽇英公⽤語化100%に向けた事務⽂書の⼆⾔語対応の先⾏実
施のほか、⾏政とも連携し、海外⼈材が住みやすいまちづく
りに向けた共同事業を試⾏。さらに、海外⼈材等をサーチす
るワーキンググループを学内に設置し、包括的国際化担当役
員（CGO）の候補者の絞り込みを実施

 以上を踏まえ、「⽇英公⽤語化100%」および「海外⼈材を
惹きつける国際卓越都市の実現」に向けた施策パッケージを
提⽰するとともに、「全⽅位の国際化を推進するCGO」の
選考⽅針および準備状況などを提⽰

【関連戦略】
 Ⅲ-A-1︓包括的国際化の推進
 Ⅲ-A-2︓頭脳循環のためのグローバルリンケージ
 Ⅲ-A-3︓世界と共創する国際拠点形成



アドバイザリーボードからの意⾒
② 全⽅位の国際化（世界トップクラスの研究者・学⽣の結集に向けた戦略、「包括的国際化
担当役員（CGO）」の選定状況、⽇英公⽤語化等）

48

海外⼈材を惹きつける国際卓越都市に向けた施策統合
 国際卓越⼈事トラックを活⽤した多様な研究者⼈事を計画、国際頭脳循環ネットワーク

を⼤幅に拡充（現在までに試⾏調査を通して約150分野240名の卓越研究者の招聘計画
を把握。研究セキュリティ・研究インテグリティに配慮しつつ戦略性を重視）

 「⾼等⼤学院」、「ゲートウェイカレッジ」、「アドミッション機構」が連携し、重点
国や重点地域を選定のうえ、優秀な留学⽣を戦略的にリクルート

 国際的な産業動向や市場成⻑の状況、本学の強み等の総合的分析に基づき、重点戦略分
野を選定のうえ産学共創改⾰を実⾏。特に、産業バリューチェーンのグローバル化を契
機として、海外連携を加速的に展開

 国際対応⼒あるスタッフ拡充に向け、海外⼈材リクルートチームを編成。海外⼈材を対
象とした本学独⾃の職員採⽤試験を企画・実施

 海外⼈材獲得と連動して、環境整備のための施策パッケージを展開、⾏政と密接に連携

全⽅位の国際化を推進するCGO（包括的国際化担当役員）の選定等
 海外⼈材等をサーチするワーキンググループを学内に設置し、ロングリストを作成。国

際的な研究⼤学を理解し、幅広い国際ネットワークを有する者の中から選考中

 学内の各種規程・申請様式は⽇英⼆⾔語化を達成済。そのほかAI翻訳ツールの活⽤や語
学研修の拡充、外国籍スタッフの雇⽤促進を通じ、⽇英公⽤語化100％を早期に実現
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アドバイザリーボードからの意⾒
② 全⽅位の国際化（世界トップクラスの研究者・学⽣の結集に向けた戦略、「包括的国際化
担当役員（CGO）」の選定状況、⽇英公⽤語化等）

49

「全⽅位の国際化」 参考資料
具体的な提⽰例

 包括的国際化担当役員（CGO）の選考基準

 ⽇英公⽤語化100％、国際対応⼒あるスタッフ⽐率
の拡充に向けた⼯程

 国際卓越都市に向けた⾏政との連携
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意⾒② 全⽅位の国際化

外国⼈⽐率
留学⽣︓30%（⼤学院40％、学部20％）
研究者︓30%
経営スタッフ︓20%
運営⽅針会議︓20%、執⾏部︓30％

Outbound Readiness 
ゲートウェイカレッジ学⽣英語⼒

TOEFL iBT® 79以上︓100%
国際共修ゼミ拡充︓2倍以上
渡航費⽀援拡充
海外サバティカル取得の推進 など

Inbound Readiness 
⽇英公⽤語化︓100%
英語による授業︓⼤学院100％、学部50％以上
リクルート機能の抜本強化
国際対応⼒のある職員︓50％
国際混住寮・レジデンス拡充︓2倍 など

世界トップ有識者によるアドバイス体制

連携

President
Provost

CGO

CGO（包括的国際化担当役員）による
トップマネジメント

業務⼦会社の設置や戦略的アウトソース等
構成員の負担軽減と⽣産性向上

100名
規模

Leadership & Structure Mobility ＆
Experience

Outbound 

Global Linkage & Network

Inbound 
Diversity

Global Linkage & Network

Diversity

Global Readiness

Leadership & Structure

Policy

Mobility &
Experience

Institutional Commitment
& Policy

Global Readiness

Research Strategy Board
University Advisors

海外経験⽐率
学部学⽣︓100% （国際共修）
博⼠学⽣︓100%
テニュア教員︓100%

多様な専⾨知Advisors

現場まで浸透する包括的国際化の基本⽅針
3つのCommitments (公約)、6つのGoals(⽬標)、

19のStrategies（戦略）のすべて、
5つの重点KPIを設定

基本⽅針に基づき、すべての学内規定や慣⾏を国
際⽬線で⾒直し、真のグローバルキャンパスへ

海外代表事務所 (３), リエゾンオフィス (19), 国際ジョイントラボ (２), AIMRサテライト (２), 戦略的国際パートナー (４), 
コンソーシアム (５), ⼤学間交流協定 (246), 若⼿リーダー研究者海外派遣 (39)ほか、国際共同⼤学院や同窓会等のネットワークを⼤幅拡⼤

全⽅位の国際化をCGO（包括的国際化担当役員）を中⼼に徹底推進
国際対応⼒を最⼤限に⾼め、よりグローバル志向に⾏動する組織へと変⾰

CFO
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CGOによるトップマネジメント
 Strategic Leadership Team（SLT）を構成

総⻑、プロボスト、CFO（事業財務担当役員）、CGO（包
括的国際化担当役員）の主要４役がその有機的連携のもと
戦略策定・業務執⾏を主導

 多様な海外ステークホルダーとのリンケージを拡⼤
⼤学活動の全⽅位について、国際リンケージを強化（組織
連携、拠点形成、頭脳循環、⼈材獲得、同窓会強化など）

 学内の抜本的国際化を統括
プロボストと連携し、学内構成員のグローバル対応⼒と意
識（グローバルレディネス）の向上、縦割りを排した組織
横断的な国際化を徹底

意⾒② 全⽅位の国際化



参考
資料 国際アドバイザーからの助⾔ 52

 包括的国際化の実践のためには、⼆つの⾯を考慮する必要がある。⼀
つは運営⾯であり、留学⽣の募集⽅法、留学に関する⼊国ルール、留
学⽣の受⼊れ⽅法等の知識がある⼈物が必要である。もう⼀つは、⼤
学の戦略をより⼤きな規模で語れるシニアリーダーシップレベルの⼈
物の存在で、それは⼤学の中で起こる問題について、同じシニアリー
ダーシップレベルの⼈と連携しながら、問題を解決できる⼈物であ
る。

 CGO は戦略・マネジメント・国際化に対して理解が深い⼈物である必
要があり、対⼈スキルも求められる。CGO には⼤学全体で影響⼒を発
揮できるよう、権限を与える必要がある。

 CGO は⼤学の上層部や研究者と対話をし、彼らと同じレベルで意⾒交
換できる必要がある。対話だけではなく提案も⾏うことが求められ
る。

 CGO の候補となる⼈物は、1点⽬として⼤規模な研究⼤学の特質を理
解している者である。優先順位を競い合う部⾨が多く存在するよう
な、権限が分散している環境で働いた経験があること。2 点⽬は様々
な研究機関において何らかの役割を担った者である。そのような⼈物
は、研究や研究のオペレーションなどあらゆる⾯に精通し、⽇本への
馴染みもある。また、リクルートなどについても知識がある。

2022年11⽉〜2023年5⽉まで5名の国際アドバイザーと定期的にミーティング

意⾒② 全⽅位の国際化



参考
資料 CGOの選考基準等 53

意⾒② 全⽅位の国際化

 選考基準
幅広い視野から⼤学の国際化を総括できる者を国籍は問わず
グローバルマーケットから登⽤
求められる能⼒は以下のとおり
1.⼤きなビジョンで⼤学の戦略を語ることができ、⼤学経営

の特質と複雑さを理解したうえで課題解決を指揮できる
⼈材

2.世界に幅広い⼈脈を持ち、本学の国際リンケージを拡⼤で
きる⼈材

3.組織の国際変⾰を徹底推進する「⿊船役」を担える⼈材

 進⾏中の取組
国際的な研究⼤学への理解、幅広い国際ネットワークを有す
る者の中から、スキル・マトリックスなども活⽤して選考。
認定後１年程度を⽬途に決定
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25年⽬10年⽬3年⽬1年⽬現在

CGO着任、CGO室設置、
本部会議を⽇英で実施

国際業務変⾰（BPT: Business Process Transformation）アドバイザーの配置

総合職スタッフ（事務職員）の海外研修

国際対応⼒のあるスタッフを戦略的に登⽤ 国際業務のキャリアパスを拡充し、競争⼒ある処遇・待遇を整備

国際対応⼒のあるスタッフの採⽤⽬標値を設定し、拡充

リクルートチームを編成し、通訳者・翻訳者・本学同窓⽣コミュニティなどへのアプローチ

国際対応⼒のあるスタッフ⽐率

7%
国際対応⼒のあるスタッフ⽐率

50%
※⽇英公⽤語化100％達成の定義 学内会議を⽇英で実
施。各部署に英語対応可能なスタッフが常駐し、全て
の活動が英語でコミュニケーションが取れる環境

※国際対応⼒のあるスタッフの定義
⾼い語学⼒（TOEIC800点以上）を
満たす職員

事務⽂書の⽇英⼆⾔語化
• 各種規程、申請様式および通知⽂は
100％⼆⾔語化

AI翻訳・翻訳スタッフ
• 組織固有の単語/フレーズの辞書機能

を有したAI翻訳ツールおよび会議の⾳
声をAI翻訳するツールの導⼊

• 法⼈⽤GAI（Chat GPT）の導⼊
• 学⽣を含む全構成員を対象とした⽣成

系AI研修の実施
• 翻訳スタッフの増員
英語学習
• 国際関係業務⻑期派遣研修⽣（OIST、

LEAP、JSPS）
• 中級クラス少⼈数オンライン英語研修
• ネイティブスタッフによるスピーキン

グ研修

国際対応⼒のあるスタッフ⽐率

25%

本学卒業・修了⽣、博⼠⼈材、外国籍スタッフの雇⽤促進強化

⽇英公⽤語化100％の達成

国際対応⼒のあるスタッフ⽐率の拡充

意⾒② 全⽅位の国際化
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外国⼈研究者・留学⽣受⼊れ⽀援
 ⽇本で⽣活を始めるにあたり、⽇本の

制度や慣習、また⾔葉の違いなどによ
る負担を軽減し、円滑に⼤学⽣活を開
始できるよう様々なサポートを提供

 学内⼆⾔語化の徹底により、外国⼈受
⼊⽀援を充実化（事務⽂書⼆⾔語化、
職員英語⼒の向上など）

主な

⽀援内容

仙台市と協働して、海外⼈材が働き住みやすいまちづくりへ
国際卓越研究⼤学認定候補の選定を契機として、仙台市とのWGを設置。本学国際サポートセンターを仙台市と
の共同センター「国際化共同推進センター（仮称）」として、さらなる⼈材活⽤とサービス向上を展開予定

①オンライン⾏政⼿続きの推進
現⾏の住⺠登録、年⾦・保険などの⾏政⼿続きは、本⼈
による窓⼝⼿続きが原則。また⼊学時期は窓⼝が集中し、
英語対応も必要であることから、待機時間も⻑い状況

②医療サービスの国際対応
英語で対応可能な医療機関が少なく、特に精神的不調の
対応は厳しい状況。また⼥性の産科・婦⼈科医が少ない
など、宗教上等の観点からの国際通⽤性の向上が必要

③帯同家族の就業・就学⽀援
⼦どもの就学については、地域および校種が限定的。ま
た配偶者等家族の就業については、組織的な⽀援が少な
く、個⼈の努⼒に負う状況

課題 現在の対応状況 拡充・強化の⽅向性
⻘葉区役所と協議し、集中する⼊
学時期は、区役所内に東北⼤学専
⽤ブースを設置して対応

⼿続きはオンライン、交付はキャンパス内臨時
出張所で実施。渡⽇前の各種申請完了を⽬指す

関係団体と連携し、専⾨相談員の配置や外国⼈
対応医療ネットワークの構築などを検討。本学
においても関係部署と連携した相談体制を構築
し、通院介助サービスを検討

⼿配や予約については、仙台多⽂
化共⽣センターの通訳サービスや
本学国際サポートセンターで対応

インターナショナルスクールの授
業料等優遇措置のほか、本学外国
⼈⽤寄宿舎が所在する三条地区に
特別教室（国際教室）を設置

就学⼿続きの英語化と外国⼈の⼦どもの受⼊れ
学校の拡充。また配偶者等の家族の就業⽀援制
度（協⼒企業団体のネットワーク、就業のため
の語学などの学習⽀援等）の創設・拡充

東北⼤学

東北⼤学・仙台市

外国⼈研究者・留学⽣のワンストップ⽀援組織︓国際サポートセンターを2022年創設

利⽤者

97％が満⾜
（⾮常に満⾜+満⾜）

90％が満⾜
（⾮常に満⾜+満⾜）

受⼊担当者

意⾒② 全⽅位の国際化
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5-1. 産学共創による収益の拡⼤⽅策

意⾒⑤への対応



アドバイザリーボードからの意⾒
⑤ 財務戦略の⾼度化、産学共創による収益の拡⼤⽅策（共創事業収⼊10倍増の具体的戦略、
サイエンスパーク事業の進捗等）

57

「産学共創による収益の拡⼤⽅策」 対応の概要
 体制強化計画第⼀次案に記載した３つの戦略を精査・明確化

 特に、国際的な産業動向の調査、分野別の市場成⻑の分析な
どを実施。さらに、本学の共創事業収⼊に係る⽬標設定の考
え⽅と⽬標達成のためのフレームワークを明確化するととも
に、各キャンパスでの産学共創施設整備計画を策定（サイエ
ンスパークに関しては施設整備を先⾏実施）

 以上を踏まえ、「イノベーションエコシステムを創造するた
めの基本戦略」、「企業集積を加速する産学共創改⾰」、
「重点戦略分野別の市場成⻑⾒込みおよび収⼊計画」を提⽰

【関連戦略】
 Ⅰ-B-2 投資を呼び込むSTIプラットフォーム
 Ⅰ-B-3 イノベーションを加速する共創機能強化
 Ⅲ-B-1 事業成⻑の新潮流に挑戦する経営

※ STI︓Science, Technology and Innovation



アドバイザリーボードからの意⾒
⑤ 財務戦略の⾼度化、産学共創による収益の拡⼤⽅策（共創事業収⼊10倍増の具体的戦略、
サイエンスパーク事業の進捗等）
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 重点戦略分野の選定
 本学の強み・特⾊・アセット等を活かして⼤学⾃⾝が⺠間の研究開発・事業創出

強化の⼀翼を担うとともに、インパクトある⾰新的技術・ソリューションを創出
するために中⻑期的な視点から重点戦略分野を選定

 STIプラットフォームとサイエンスパーク事業への投資
 先端研究ファシリティ群や産学共創施設群（⼤学債等も活⽤）を各キャンパスに

整備し、本学の全キャンパスをオープンイノベーションの場として産業界と共創
 企業集積を加速するための産学共創改⾰
 学内のサービス・⼈材・ファシリティ等へのアクセスを可能とする「共創研究所

制度」を強化し、企業の事業開発機能・研究機能をキャンパス上で実現
 研究者や博⼠課程学⽣等の「知」を価値化する「知的貢献費制度」も活⽤した成

果重視のプロジェクトマネジメントを通して⾻太の産学共創を展開
 産業バリューチェーンのグローバル化を契機として、海外連携を加速的に展開

 共同出資⼦会社の活⽤・拡⼤
 外部リソースを活⽤し企業にとって魅⼒ある事業開発や⼈材育成を機動的に展開
 企業にとって価値のあるネットワーキング・共創の場をセクターを超えて創造

企業集積を加速する産学共創改⾰

※ STI︓Science, Technology and Innovation



アドバイザリーボードからの意⾒
⑤ 財務戦略の⾼度化、産学共創による収益の拡⼤⽅策（スタートアップ創出・投資・育成・
回収に関する計画、スタートアップの多様性確保等）
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「スタートアップ創出」 対応の概要
 体制強化計画第⼀次案に記載した３つの戦略を精査・明確化

 特に、スタートアップの創出加速に向けた戦略のほか、投
資・育成・回収に関する計画、知的財産収⼊拡⼤のための基
本⽅針を策定。さらに、市街中⼼部におけるスタートアップ
拠点の新規整備にあたり、⾏政・企業との連携を具体化

 以上を踏まえ、「多様なスタートアップの創出を加速する本
学独⾃のシームレスな⽀援システム」、「投資・回収に関す
る計画」、「共創事業展開におけるガバナンス体制」を提⽰

【関連戦略】
 Ⅰ-B-3 イノベーションを加速する共創機能強化
 Ⅲ-B-1 事業成⻑の新潮流に挑戦する経営
 Ⅲ-B-2 知識経営体のためのガバナンス進化



アドバイザリーボードからの意⾒
⑤ 財務戦略の⾼度化、産学共創による収益の拡⼤⽅策（スタートアップ創出・投資・育成・
回収に関する計画、スタートアップの多様性確保等）
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“DEEP & DIVERSE” を基軸としたスタートアップ創出

東北⼤学病院、医学部、⻭学部、加齢医学研究所、東北メディ
カル・メガバンク機構等の医療分野の施設・拠点次世代放射光施設ナノ

テラスをはじめとする
先端技術研究施設 ⾦属材料研究所、電気通信研究所、多元物質科学研究所、流体

科学研究所など世界的な研究成果を挙げている研究所等

（⻘葉⼭ガレージ・川内ガレージ、星陵ガレージ等）

世界のリーディング⼤学との連携 など

スタートアップへのワンストップ⽀援の提供
グローバルアクセラレータコミュニティの拠点

スタートアップ拠点整備

1 2 3 東北⼤学内
イノベーション拠点

4
NTTアーバンネット
仙台中央ビル
(仙台スタートアップスタジオ)等

世界最先端のアントレプレナーシップ教育
1 4

グローバルで活躍するスタートアップ創出

1 4
世界最先端の技術やサイエンスパーク・ナノテラスの活⽤によるスタートアップ創出

1
4
3

“SENDAI STARTUP CAMPUS” 構想

 本学独⾃のシームレスな⽀援システムによる特⾊あるスタートアップの創出
 次世代アントレプレナー育成から事業性検証・投資・事業化まで、⼀貫した⽀援を展開
 ⾏政と連携し、仙台市街全体をスタートアップキャンパスとして整備。社会課題解決に挑

むソーシャルイノベーターを含め、融合領域における多様なスタートアップを創出
 スタートアップ創出と連動した価値創造戦略（知財・投資・⼈材戦略等）を展開

サイエンス
パーク ナノテラス

1 2

3

4
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アドバイザリーボードからの意⾒
⑤ 財務戦略の⾼度化、産学共創による収益の拡⼤⽅策（共創事業収⼊10倍増の具体的戦略、サイエンスパー
ク事業の進捗、スタートアップ創出・投資・育成・回収に関する計画、スタートアップの多様性確保等）
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「産学共創による収益の拡⼤⽅策」
および「スタートアップ創出」

参考資料
具体的な提⽰例

 共創事業収⼊10倍の⽬標設定の考え⽅と収益拡⼤の
⽅向性および実現に向けたロジックツリー

 共創事業拡⼤のための基本戦略

 スタートアップの創出と成⻑
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⽬標設定の考え⽅と収益拡⼤の⽅向性
1. 年率９％（25年間）の成⻑⽬標

政府⽬標である年率10.5％（2025年度までに企業から⼤学への研究費⽀出3
倍）と本学の重点戦略・新興分野の成⻑率を分析し、年率９％成⻑を⽬標とし
て設定（10年⽬に約3倍263億円、25年⽬に約10倍959億円） ※R4年度実績
は、約101億円で約1.2倍まで伸⻑

2. ⽬標達成のフレームワーク
活⼒ある研究体制の構築（約2.2倍︓830研究室→1,800ユニット）と研究時間
向上（約1.4倍︓研究FTE34.5％→50.0％）による研究シーズの拡⼤を踏ま
え、共創事業の増加（約3倍︓1,500件→4,000件）を⾒込む。
さらに知の価値化（知的貢献費制度等）による事業単価が向上（約3倍超︓7百
万円→24百万円）することにより4,000件×24百万円≒960億円を達成

意⾒⑤ 財務戦略の⾼度化、産学共創による収益の拡⼤⽅策
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共創事業
収⼊10倍

基準
86億円

（R4実績︓101億円）
↓

10年⽬︓約3倍
↓

25年⽬︓約10倍

共創事業の
増加

重点戦略分野
の拡⼤

海外連携
の増加

事業単価
の向上

スタート
アップの創出

エコシステム
の形成・拡⼤

①活⼒ある研究体制の構築
830研究室→1,800ユニットへの拡充、研究FTE34.5％
→50.0％への拡⼤により研究シーズの拡⼤

④企業集積を誘引する産学共創改⾰
企業ニーズを踏まえた産学共創拠点のキャンパス内形成を
促進する「共創研究所制度」の加速的展開と「知」を適切
に価値化する「知的貢献費制度」等の拡⼤

⑤共同出資⼦会社の活⽤・拡充
⺠間⾦融機関との共同出資による⼦会社の設⽴と企業の⼤
学活⽤による事業開発等の⽀援

③STIプラットフォームとサイエン
スパーク事業への投資
企業を呼び込む本学の特⻑的な先端研究ファシリティ群を
プラットフォームとして整備。⺠間企業との中⻑期的な連
携を強化し、⼤学債を活⽤した研究開発拠点を整備

⑥シームレスなスタートアップ⽀援
サイエンスを基盤としたディープテック分野のスタート
アップと社会起業や融合領域など多様なスタートアップの
躍進（”DEEP & DIVERS”）

②重点戦略分野の選定
国際的な産業の動向、市場の成⻑、本学の強みなどの総合
的分析を通して中⻑期的な視点から重点戦略分野を選定

意⾒⑤ 財務戦略の⾼度化、産学共創による収益の拡⼤⽅策

※ STI︓Science, Technology and Innovation
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共創事業拡⼤のための基本戦略
1. 重点戦略分野の選定

本学のバリューを基盤として、社会課題の解決、産業競争⼒の強化を図るため
に、⼤学⾃⾝が⺠間の研究開発・事業創出強化の⼀翼を担うとともに、インパ
クトある⾰新的技術・ソリューションを創出。そのために、国際的な産業の動
向、市場成⻑の状況、本学の強みなどの総合的分析を通して中⻑期的な視点か
ら以下の重点戦略分野を選定

① 半導体・量⼦・AI
② ライフサイエンス
③ マテリアル⾰新その他新規分野（宇宙・環境・社会課題解決ほか）
※ 世界の動向を踏まえ、SLTが戦略分野の⾒直しを主導

2. STIプラットフォームとサイエンスパーク事業への投資
先端研究ファシリティ群（NanoTerasu、⼤型クリーンルーム群、スパコン群、
バイオバンク関連設備、クライオ電顕等）の戦略的整備により、⺠間企業の投
資を呼び込み、⺠間企業との中⻑期的な連携の強化とスタートアップを含む多
様なアクターとの協働による新たなイノベーションエコシステムを創出。⼤学
債等を活⽤した産学共創拠点施設を各キャンパスに整備し、本学全キャンパス
をオープンイノベーションの場として企業を集積

意⾒⑤ 財務戦略の⾼度化、産学共創による収益の拡⼤⽅策

※ STI︓Science, Technology and Innovation
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3. 企業集積を誘引するための産学共創改⾰
 「共創研究所制度」の加速的展開 企業出⾝者が活動拠点のトップとなり、

企業の事業開発・研究所機能を本学キャンパス内に設置（現在30拠点）
産学連携拠点スペースを⻘葉⼭サイエンスパークゾーン、星陵キャンパス、
川内・⽚平キャンパスに⼤幅拡⼤すること等により10年⽬までに47拠点、
25年⽬までに200拠点を設置

 戦略的プライシングの展開・拡⼤ 共同研究費に加えてキャンパス内での拠
点活動費等を計上する共創研究所制度のほか、研究者の「知」を適切に価値
化し対価として計上する「知的貢献費制度」（今後は博⼠課程学⽣の「知」
の対価についても計上）の拡充

 海外連携の加速的展開 重点戦略分野のバリューチェーンのグローバル化に
よる海外連携が急拡⼤しており、海外事務所設置、海外渉外、法務・契約部
⾨の抜本的強化により海外機関からの研究資⾦受⼊れを加速

4. 共同出資⼦会社の活⽤・拡充
⺠間⾦融機関との共同出資による⼦会社「東北⼤学共創イニシアティブ
（THCI）」を設置し、⼤学と⾦融のリソース・ネットワークを最⼤限活⽤して
イノベーションの源泉である技術と⼈材と資⾦を効果的に集結する共創プラッ
トフォームを展開。企業の⼤学活⽤による事業開発や⼈材育成を⽀援

意⾒⑤ 財務戦略の⾼度化、産学共創による収益の拡⼤⽅策
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スタートアップの創出と成⻑
1. 本学独⾃のシームレスな⽀援システムの強化

外部資⾦獲得の拡⼤と産学共創事業の活発化に加えて、⼤学発スタートアップ
も拡⼤することを想定。アントレプレナーシップの育成から事業性検証⽀援、
⼤学発ベンチャーへの投資までシームレスな⽀援を実施

2. DEEP&DIVERSEを基軸とした新展開
仙台市街全体をスタートアップキャンパスとし、東北⼤学の特⾊あるスタート
アップ創出と成⻑を後押しする⽀援を強⼒に展開
 DEEPTECHの新展開 半導体やバイオ等を起点とするイノベーションエコ

システムのキープレイヤーとしてのスタートアップの創出と育成
 DIVERSITYの新展開 地域課題解決に挑む社会起業家、融合領域（医⼯

学・災害科学・⽂理など）におけるスタートアップ、グローバル展開や地域
のエコシステムの中核となるスタートアップなど多様化を加速

3. 投資戦略
⼤学からの直接出資、⼤学VCからの出資、外部および海外のVC・⾦融機関と
の連携など、多様なルートを通じて投資を拡⼤することで、スタートアップ創
出・育成の加速およびリターンを拡⼤。さらに、戦略的なエクイティ投資によ
り、インカムゲイン・キャピタルゲインの両⾯で⼤型収益を獲得し、新たな事
業成⻑スキームを展開

意⾒⑤ 財務戦略の⾼度化、産学共創による収益の拡⼤⽅策
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東北⼤学スタートアップガレージ（起業家育成プロジェクト）
常設コミュニティスペース（⻘葉⼭ガレージ・川内ガレー

ジ・星陵ガレージ）で起業を志す仲間と交流する場を提供
起業塾・ピッチイベントを開催
⼤学シーズと企業とのマッチングを⽀援
 VC・⾦融機関と連携し資⾦調達を⽀援
メンターが起業相談や⽴ち上げを全⼒サポート
 OBOG・アドバイザー陣がバックアップ
スタートアップカフェ等多彩なイベントを開催

ギャップファンドプログラム
（研究者・学⽣向け準備資⾦）

東北⼤学
ベンチャーパートナーズ

2015年2⽉設⽴

東北⼤学100％出資
ベンチャーキャピタル

アントレプレナーシップ
育成プログラム

第1号ファンド2015年8⽉組成
（96.8億円、10年）26社投資
第2号ファンド2020年10⽉組成
（78億円、10年）19社投資

1・2号合計で45社に投資

新規上場
6社

⼤学発ベンチャーへの投資事業性検証を⽀援アントレプレナーシップの育成

東北⼤学に起業⽂化を醸成するために、
学⽣・研究者向けに多様なプログラムを
実施（令和5年度受講者2,328名）

 アントレプレナー⼊⾨塾
 ジャパンバイオデザイン東北プログラム
 Garage Gathering
 Early Work Program
 東北⼤学ビジネスアイデアコンテスト
 アイデアソン（第⼀⽣命×NTTデータ）

95件を⽀援

東北⼤学独⾃のギャップファンドである
ビジネスインキュベーションプログラム
（BIP）を2013年から実施

東北・新潟の⼤学で共同運営するみちの
くギャップファンドを2021年から実施

うち東北⼤学

30件を⽀援

東北⼤学に起業⽂化を醸成し、東北⼤学発スタートアップを多数創出︕︕

意⾒⑤ 財務戦略の⾼度化、産学共創による収益の拡⼤⽅策
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意⾒⑤ 財務戦略の⾼度化、産学共創による収益の拡⼤⽅策

㈱RTi-cast㈱Rurio
福島県双葉郡双葉町を中

⼼としたツアーや雑誌の
発⾏を通してコミュニ
ティ形成⽀援。多国籍な
チーム編成

 津波浸⽔の予測・
被害推定サービス
（東北⼤学スパコ
ンを活⽤）

 内閣府の防災シス
テムに採⽤

d

代表発起⼈・CTO︓
越村 俊⼀教授

クレインバスキュラー㈱㈱QueeenB
⼤学や研究機関・スタート

アップ向けの研究コミュニ
ティの運営、インターン
マッチングプラットフォー
ムの運営

学⽣起業（2023年２⽉）
⻘葉⼭ガレージ⼊居

 ⾎液透析患者におけ
る「動静脈シャント
狭窄」を低減する医
療機器を開発

 ジャパンバイオデザ
インプログラム第四
期⽣

d d

代表取締役︓梶⼭愛

代表取締役︓⼩林雅幸
（設⽴時︓⼯学部４年）

代表取締役︓根本⼀希
（設⽴時︓経済学部４年）

DEEPTECH分野に近接し、地域課題解決に挑む社会起業や医⼯学・災害科
学・⽂理などの融合領域など多様（DIVERSITY）なスタートアップが躍進

社会起業 災害科学

⽂理融合 医⼯学融合

学⽣起業（2023年3⽉）
⻘葉⼭ガレージ⼊居
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意⾒⑤ 財務戦略の⾼度化、産学共創による収益の拡⼤⽅策

 2023年6⽉、量⼦科学分野の研究を加速し、
国際的な量⼦⼈材の育成に取り組むため、
⽶国シカゴ⼤学と新たな量⼦アライアンス
“Chicago-Tohoku Quantum Alliance” 
を発⾜。相互の強みを活かし、量⼦科学分
野における共同研究、学⽣交流、産業界と
の連携を拡⼤、共同でのスタートアップ⽀
援、社会実装を加速

 2023年10⽉、共同ワークショップを仙台
で開催

 2024年2⽉、⽶国⼤使館、内閣府、QST 
および Q-STAR の後援のもと、両⼤学共催
によるシンポジウムを開催

⽇本政府の動向や東北⼤学の事例紹介に加え、量
⼦イノベーションの分野で世界をリードするシカ
ゴ⼤学から産学官連携のキーパーソンを招へい。
⽶国発の量⼦スタートアップ創出プログラ
ム ”Duality” の紹介を始めとした、シカゴにおけ
る量⼦エコシステム形成の最新事情について紹介
し、量⼦分野における基礎研究から事業化に向け
た国際連携の可能性を議論
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5-2. 財務戦略の⾼度化

意⾒⑤への対応



アドバイザリーボードからの意⾒
⑤ 財務戦略の⾼度化、産学共創による収益の拡⼤⽅策（戦略的な資源配分、資⾦運⽤・調達
強化に係る体制整備等）
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「財務戦略の⾼度化」 対応の概要
 体制強化計画第⼀次案に記載した３つの戦略を精査・明確化

 特に、海外有⼒研究⼤学の財務状況・経営⼈材・ガバナンス
体制等の調査・分析を実施。これに基づき、⼤学の⼤幅な機
能拡張によって持続的な事業成⻑と独⾃基⾦形成を実現する
ロジックツリーを策定

 以上を踏まえ、機能拡張を⽀える3つの要素として「エビデ
ンスデータの戦略的活⽤」、「事業成⻑のコアとなるCFOの
設置」、「変⾰を加速するSLTの設置」などに関する具体的
な施策を提⽰

【関連戦略】
 Ⅲ-B-1 事業成⻑の新潮流に挑戦する経営
 Ⅲ-B-2 知識経営体のためのガバナンス進化
 Ⅲ-B-4 多彩な才能の活躍を⽀える協働システム

※ SLT︓Strategic Leadership Team



アドバイザリーボードからの意⾒
⑤ 財務戦略の⾼度化、産学共創による収益の拡⼤⽅策（戦略的な資源配分、資⾦運⽤・調達
強化に係る体制整備等）
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⼤学の⼤幅な機能拡張と３つの要素
 機能拡張と連動した財政基盤強化の実現
 多様なステークホルダーとの価値創造に向けて⼤学の機能を⼤幅に拡張
 ⼤学債の活⽤や規制緩和等による新たな経営資⾦の獲得を通じて、裁量度の⾼い

戦略的な財源を拡充
 外部資⾦獲得額とのマッチングによる⼤学ファンドからの助成により、持続的な

事業成⻑と独⾃基⾦形成を実現
 持続的成⻑に向けた３つの要素

1. エビデンスデータの戦略的活⽤
本学の重要な経営指標を組織別に分析する「経営戦略DB」に加え、研究者個
⼈ごとの多様なパフォーマンスを可視化する「次世代型研究者DB」を運⽤。
さらに、全⽅位のDXを展開し、データに基づく経営戦略を展開

2. 事業成⻑のコアとなるCFO（事業財務担当役員）の設置
持続的成⻑の実現に向け、経営と財務の視点から、知識経営体の価値を最⼤限
に⾼める戦略を策定し、新たな経営⼿法を実践

3. 変⾰を加速するSLT（Strategic Leadership Team）の設置
総⻑、プロボスト、CFO、CGO（包括的国際化担当役員）の主要四役で構成
されるSLTを設置し、法⼈の経営戦略と連動した資源配分⽅針を策定



アドバイザリーボードからの意⾒
⑤ 財務戦略の⾼度化、産学共創による収益の拡⼤⽅策（戦略的な資源配分、資⾦運⽤・調達
強化に係る体制整備等）
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持続的成⻑に向けた

3つの要素

CFOによる
財務の⾼度化

SLTによる

資源配分

エビデンスデータの
戦略的活⽤

多様なステークホルダーとの価値創造
※ SLT︓Strategic Leadership Team

総⻑、プロボスト、
CFO、CGOの

主要四役

¥$
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資料

アドバイザリーボードからの意⾒
⑤ 財務戦略の⾼度化、産学共創による収益の拡⼤⽅策（戦略的な資源配分、資⾦運⽤・調達
強化に係る体制整備等）
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「財務戦略の⾼度化」 参考資料
具体的な提⽰例

 持続的成⻑の実現に向けたロジックツリー

 ⼤学の⼤幅な機能拡張

 エビデンスデータの戦略的活⽤

 事業成⻑のコアとなるCFOの設置

 変⾰を加速するSLT（Strategic Leadership Team）
の設置
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①⼤学の⼤幅な機能拡張
⼤学独⾃の取組、多様なアクターとの共働、⼤学債の発⾏、
出資対象事業の拡⼤等の規制緩和、⼦会社等の活⽤
（実績︓⼤学病院の持続的成⻑ 年平均3.3％成⻑）

②エビデンスデータの戦略的活⽤
DXを活⽤したデータベースの構築・拡張とエビデンスデー
タを活⽤した評価結果に基づく戦略的資源配分マネジメン
トの実⾏

④変⾰を加速するSLTの設置
総⻑、プロボスト、CFOのほか本学独⾃のCGOで構成され
る「SLT（Strategic Leadership Team）」を設置、四役
の有機的連携のもと業務執⾏を主導し、変⾰を加速

3%
事業成⻑

25年後
事業規模2倍

独⾃基⾦
形成

裁量度の⾼い
法⼈戦略財源

の拡充

外部資⾦・⾃
⼰収⼊の拡⼤

戦略的資源配
分の実⾏

③事業成⻑のコアとなるCFOの設置
経営視点で財務に関する活動を統括し、財務を通じて知識
経営体としての⼤学の価値を向上させる施策を実施

意⾒⑤ 財務戦略の⾼度化、産学共創による収益の拡⼤⽅策
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機能拡張と連動した財政基盤強化の実現
1. ⼤学独⾃の取組や戦略的プライシング

⺠間企業のニーズを踏まえた産学共創拠点として企業の開発・研究所機能を⼤
学キャンパス内に設置する「共創研究所制度」を拡⼤、サイエンスパーク事業
を展開するとともに、研究者の「知」を価値化し、対価として契約額に計上す
る「知的貢献費制度」の導⼊により外部資⾦収⼊額を⼤幅に拡⼤、各種のオー
バーヘッド等を戦略的に確保

2. ⼤学債の発⾏や規制緩和による新たな経営資⾦の獲得
⼤学債発⾏によりスピード感ある事業展開を実現するとともに、知的財産やア
セットの活⽤により⾃由度の⾼い収⼊を拡⼤。法⼈の資産としての独⾃基⾦
（新制度による）を拡⼤しつつ、戦略的な投資および運⽤を通して持続的な成
⻑を実現。出資の対象事業拡⼤等規制緩和により⼤学業務に関する⼦会社の設
⽴や事業の外部法⼈化など⼤学の新たな経営⽅法を実践

3. マッチングによる⼤学ファンド助成⾦の獲得
外部資⾦獲得額とのマッチングによる⼤学ファンド助成⾦により、持続的な事
業成⻑と独⾃基⾦形成を実現

裁量度の⾼い「法⼈戦略財源」を確保し
10年程度で500億円規模/年に拡⼤

意⾒⑤ 財務戦略の⾼度化、産学共創による収益の拡⼤⽅策
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管理会計と経営戦略の連動
本学の重要な経営指標を組織ごとに分析する「経営戦略データベース」に加え、研
究者個⼈ごとのパフォーマンスを⾒える化する「次世代型研究者データベース」を
構築。エビデンスデータを活⽤した評価に基づく戦略的な資源配分により、組織と
個⼈のパフォーマンス向上を促進
※参考︓国⽴⼤学法⼈第3期中期⽬標期間（H28〜R3）において、法⼈評価第1位を獲得

データを活⽤した多様な視点からの⾒える化・分析
 今後のデータ活⽤例
 外部資⾦等収⼊額について⽉ごとの推移を収⼊区分別、組織別に⾒える化。他組織との⽐較や収

⼊区分別の分析が可能となっており、組織間連携等収⼊獲得に向けた戦略策定に活⽤
 Top n%論⽂数について、研究者個⼈の年単位の推移を⾒える化。研究者⾃⾝の研究⼒把握のほ

か、組織における個⼈評価の⼀部に活⽤し処遇等へ反映
 総論⽂数、被引⽤数等について、組織の階層別に推移を多⾯的に⾒える化。組織全体や専攻・部

⾨等別の詳細について分析、⽐較が可能となっており、研究⼒向上のための戦略策定や組織改編
等の参考データとして活⽤

意⾒⑤ 財務戦略の⾼度化、産学共創による収益の拡⼤⽅策



参考
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社会の分断や格差を越えて
インクルーシブに世界を繋ぐ

距離・時間・国・組織・⽂化・価値観
などの壁を越えて世界と繋がる

教育・研究・社会共創・⼤学経営の全⽅位でＤＸを包括的に推進

 マイクロクレデンシャルによ
る学修履歴の明⽰化とオープ
ンバッジの展開・拡⼤

 距離・時間・国・⽂化等の壁を越
えた多様な学⽣の受⼊れ推進

（オンライン留学、オンライン
⼊学システムの導⼊等）

 オンラインと対⾯のベストミックスに
よるインクルーシブな教育環境の提供

 研究設備のオンライン共⽤化等コア
ファシリティの⾼度化による国際共
同研究推進と若⼿研究者の活躍促進

 データ駆動型研究とオープン
サイエンスの展開

 全国に波及するDX推進プロ
ジェクト・チーム（総勢約
120名︓うち学外者約60名）
の拡⼤と先導的な業務環境変
⾰、働き⽅変⾰の推進

 経営戦略DB、次世代型研究者DB
等によるエビデンスデータの戦略
的活⽤と経営の⾼度化

 スマート・ホスピタルの創造

 ⺠間企業との共創研究所設置や⼦会
社活⽤によるデジタル⼈材育成

 オンラインの訴求⼒・波及⼒
を駆使した戦略的広報の展開

 カスタマーリレーションシップ
マネジメントおよびエンロール
メントマネジメントシステムの
導⼊等による東北⼤学コミュニ
ティ形成の加速

 ナノテラス等研究データ利活⽤
に向けた環境整備と研究データ
管理・公開ポリシーの策定

• ⽇本DX⼤賞2022 ⽀援機関部⾨ ⼤賞（⼤学病院）
• ⽇本DX⼤賞2023 ⼈と組織部⾨ 特別賞（事務機構）
• オープンバッジ⼤賞2023 優秀賞 教育機関部⾨

• ⼤学ICT推進協議会 会⻑就任（⻘⽊理事、2023年〜）
• 国⽴⼤学法⼈等情報化連絡協議会 会⻑就任（藤本課⻑、2024年）

→ 全国⼤学のDXを先導

意⾒⑤ 財務戦略の⾼度化、産学共創による収益の拡⼤⽅策
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CFOは、経営視点で財務に関する活動を統括し、知識
経営体としての⼤学の価値を向上させる施策を実施
1. 事業成⻑のエンジンとなる活⼒

 SLT（Strategic Leadership Team）の⼀員として、経営と財務の視点から、
知識経営体の価値を最も効果的に⾼める戦略を策定・実⾏

 資⾦調達について、法⼈の状況を把握し、調達の規模、時期、⼿法（借⼊、
出資、寄附等）を判断、実現のための活動を統括

 事業の持続的な成⻑に向けて、⼦法⼈や共同事業体の設⽴や事業の外部化等
新たな経営⼿法を実践。知識経営体としての価値を向上させるために、経営
判断のタイミング、リスク分析と問題解決、規制緩和の誘導等も統括

 獲得した資⾦に対して、予実管理やKPI管理を通して、知識経営体としての
価値を最も効果的に⾼める戦略を提⽰

 多様なステークホルダーへの適切な情報開⽰を実施

2. CIO等との強⼒な連携
資⾦運⽤については、CIO（Chief Investment Officer）を配置し、適切なガ
バナンス体制とポートフォリオの策定により安定的な運⽤益を確保

意⾒⑤ 財務戦略の⾼度化、産学共創による収益の拡⼤⽅策
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総⻑、プロボスト、CFO、CGO の主要四役で構成される
SLT（Strategic Leadership Team）を設置、変⾰を加速

1. 財源と連動した資源配分⽅針の作成
 ①法⼈戦略財源による戦略的予算、 ②契約等に基づく社会共創事

業予算、③運営費交付⾦等による基盤的予算の3区分を基に資源配
分⽅針を策定

 配分⽅針策定にあたっては、執⾏部主導の事業のみならず、ヒアリ
ング等を通して、各組織からの主体的な提案についても重視

 基礎学問領域の振興や⼤学の⻑期的発展に寄与する多様なプログラ
ムに対しても配分を実施

2. 運営⽅針会議による承認等
SLTによる資源配分⽅針を、運営⽅針会議において審議・承認し、資
源配分を実⾏。運営⽅針会議は、毎年度の資源配分⽅針の確認を⾏う
とともに、事業の進捗の確認・監督と助⾔・提案などを実施

意⾒⑤ 財務戦略の⾼度化、産学共創による収益の拡⼤⽅策
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６. ガバナンス体制の確⽴

意⾒⑥への対応



アドバイザリーボードからの意⾒
⑥ 体制強化計画の実施が継続されるガバナンス体制の構築（総合戦略会議の設置による執⾏
機能と監督機能の分離、新たな研究体制への移⾏のモニタリング等）

82

「ガバナンス体制の確⽴」 対応の概要
 体制強化計画第⼀次案に記載した２つの戦略を精査・明確化

 特に、海外研究⼤学のガバナンス体制について、合議体（理事
会等）の役割および構成（⼈数・役職・属性等）、合議体の下
に設置される委員会等の機能、執⾏の体制などの調査を実施

 以上を踏まえ、変⾰の継続性・実効性を確保するための「運営
⽅針会議の機能および構成」を明確化するとともに、「執⾏機
能と監督機能の役割分担の⾼度化」、「ステークホルダーの声
を反映した⼤学経営の展開」に関する具体的⽅針を提⽰

【関連戦略】
 Ⅲ-B-2 知識経営体のためのガバナンス進化
 Ⅲ-B-3 活⼒を⾼め成⻑を促す組織マネジメント

※ 運営⽅針会議︓国⽴⼤学法⼈法の⼀部を改正する法律の施⾏に伴い設置される新たな合議体
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「運営⽅針会議」の機能
 総⻑⼀⼈の指導⼒のみならず、学内外の多様な専⾨性を有する者が参画し経営⽅

針を策定。法⼈の⼤きな運営⽅針の継続性・安定性を確保しつつ、真に実効性あ
る変⾰を推進

 体制強化計画をはじめとする⼤学運営の重要事項を議決し、履⾏状況を監督
 体制強化計画の着実な履⾏を担保するため、総⻑に求められる知識・経験・能⼒

等について総⻑選考・監察会議へ意⾒
「運営⽅針会議」の構成
 過半数は学外委員とし、議⻑は学外委員から選出
 委員構成にあたり、ダイバーシティ等の多様性を重視（外国⼈⽐率2割程度、⼥

性⽐率3割以上等）
 学外委員として、国内外の企業経営や⼤学経営等の経験者、会計・法律等の専⾨

家、学界・産業界・その他社会の第⼀線で活躍する有識者等が参画
 学内委員として、SLT（総⻑、プロボスト、CGO、CFO）が参画

 ステークホルダーの声を反映した⼤学経営の展開
 運営⽅針会議等に多様なステークホルダーが参画する委員会等を必要に応じ設置

知識経営体のためのガバナンス進化

※ SLT︓Strategic Leadership Team
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教育研究評議会
教育研究に関する重要事項を審議

経営協議会
経営に関する重要事項を審議

総⻑選考・監察会議
総⻑の選考・解任申出、運営⽅針委員の協議

監
事監査

業務執⾏状況
の確認

総⻑選考に関する意⾒
解任事由に該当する場合の報告

委員の選出（同数）委員の選出（同数）

運営⽅針会議
• 国際卓越研究⼤学の体制強化計画の議決
• 中期⽬標・中期計画、予算・決算の議決
• 過半数は学外委員とし、議⻑は学外委員から選出
• 多様性に配慮した委員構成（外国⼈⽐率2割程度、⼥性⽐

率3割以上等）

総⻑
参画して合議で

意思決定

法⼈運営の監督

監査

監査室

※ 学外者が半数

※ 学外者が過半数

研究・教育等担当の
役員等

研究、教育、教員⼈事、
評価、産連等

包括的国際化担当役員
総⻑、プロボスト、CFO
と連携し、業務ラインを
横断して国際化を統括

事業財務担当役員
事業財務運営の責任者。
事業戦略策定、財源獲得、
基⾦造成・運⽤等の管理
運営業務を担当

各役員等
⼈事、法務、広報、
基⾦、校友、施設、
情報等

CGO
10学部

⽂、教、法、経、理、医、⻭、
薬、⼯、農

15⼤学院
⽂、教、法、経、理、医、⻭、
薬、⼯、農、国際⽂化、情報、
⽣命、環境、医⼯

3専⾨職⼤学院
法科、公共政策、会計

6附置研究所
⾦属材料、加齢医、流体、電
気通信、多元物質、災害

CFO

教学担当役員
教学に関する事項の実質的な責任者。研究・教育等の役員を統
括。全テニュア教員の⼈事を掌握し、卓越性を確保

プロボスト

財務、国際、⼈事、法務、広報、
基⾦、校友、施設、情報等

研究、教育、教員⼈事、
評価、産連等

経営の⾼度化により獲得される経営資源については、
教学と経営の有機的連携のもと、総⻑・プロボストが
主導して戦略的に配分

業務センター群
研究⽀援、教育⽀援、共創戦略、資産運⽤、環境安全等

業務機構群
学⽣⽀援、研究⼒強化、国際連携、産学連携、情報化推進、未来創造等

教学 経営

⽀援機能

Strategic 
Leadership 
Team (SLT)

役員会
• 重要事項の審議

※ 学外者が過半数

• 変⾰の継続性・実効性を確保
• 多様なステークホルダーの声を経営に反映

（必要に応じ委員会等を設置）

戦略 III-B-2 第⼀次案 体制図改訂
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「ガバナンス体制の確⽴」 参考資料
具体的な提⽰例

 国⽴⼤学法⼈法の改正等に伴う新たな合議体
「運営⽅針会議」の設置

 執⾏機能と監督機能の役割分担の⾼度化

 多様なステークホルダーの声を反映した
⼤学経営の展開



参考
資料 知識経営体としてのシステム改⾰ 86

意⾒⑥ 体制強化計画の実施が継続されるガバナンス体制の構築

Commitment for Change 〜 システム改⾰の実⾏
 世界のトップスクールは⾼等教育機関の枠組みを超えた

「知識経営体」として機能を⼤幅に拡張し、それぞれ特
徴ある成⻑を遂げている

 ⼀⽅、⽇本の研究⼤学は、伝統的な序列や類型の固定化、
強い制約環境下での保守的な運営などによって世界にお
ける活⼒を急速に失いつつある

 東北⼤学は、挑戦を価値とする建学の精神をもってシス
テム改⾰を⼤胆に実⾏し、世界トップレベルの知識経営
体としての新たな研究⼤学モデルを追求する

 国⺠の負託を基盤として、⼤胆な変⾰を確実に実⾏する
にあたり、多様なステークホルダーが参画する真に実効
性の⾼いガバナンス体制を確⽴する



参考
資料 東北⼤学 運営⽅針会議の機能 87

意⾒⑥ 体制強化計画の実施が継続されるガバナンス体制の構築

多様な叡智を結集する合議体

 総⻑⼀⼈の指導⼒のみならず、学内外の多様な専⾨性を有す
る者が参画し経営⽅針を策定。法⼈の⼤きな運営⽅針の継続
性・安定性を確保しつつ、真に実効性ある変⾰を推進

 多様なステークホルダーとの対話を通して、意思決定を⾼度
化。総⻑を中⼼とした執⾏体制に対する監督機能を強化

 国際卓越研究⼤学研究等体制強化計画（体制強化計画）をは
じめとする⼤学運営の重要事項を議決し、履⾏状況を監督

 体制強化計画の着実な履⾏を担保するため、総⻑に求められ
る知識・経験・能⼒等について総⻑選考・監察会議へ意⾒



参考
資料 東北⼤学 運営⽅針会議の構成 88

意⾒⑥ 体制強化計画の実施が継続されるガバナンス体制の構築

議⻑は学外委員から選出、多様性に配慮した委員構成

 過半数は学外委員とし、議⻑は学外委員から選出。学外委員
の任期は2年で再任可とし、監督体制の継続性を担保

 ダイバーシティ等の多様性に配慮した委員構成（外国⼈⽐率
2割程度、⼥性⽐率3割以上等）

 学外委員として、国内外の企業経営や⼤学経営等の経験者、
会計・法律等の専⾨家、学界・産業界・その他社会の第⼀線
で活躍する有識者等が参画
※「国際卓越研究⼤学の研究及び研究成果の活⽤のための体制の強化の推進に関する基本的な⽅針」に
⽰された事項をはじめとして、適切な知識、能⼒、経験を有する構成員の参画をスキル・マトリックス
により挙証（⼤学経営・企業経営、研究・教育、国際事業展開、財務・資⾦調達、イノベーション、法
務・会計、社会共創・社会貢献等）

 学内委員として、総⻑、プロボスト、CGO、CFO（SLT︓
Strategic Leadership Team）が参画



参考
資料 国際卓越研究⼤学に求められるガバナンスの⾻格 89

以上の⽅針を法制度のフレームワーク（下図）に準拠のうえ実現

意⾒⑥ 体制強化計画の実施が継続されるガバナンス体制の構築

総⻑選考・監察会議

構成員︓学内者・学外者（同数）
• 総⻑の選考・解任申出

教育研究評議会

構成員︓学内者
• 教育研究に関する重要事項を審議

経営協議会
構成員︓学内者・学外者（過半数）
• 経営に関する重要事項を審議
※学外者については、教育研究評
議会の意⾒を聴いて総⻑が任命

委員の選出 委員の選出

総⻑

役員会
構成員︓総⻑・理事
• 重要事項の審議

運営⽅針会議
構成員︓運営⽅針委員3名以上および総⻑
• 国際卓越研究⼤学の体制強化計画の議決
• 中期⽬標・中期計画、予算・決算の議決
※運営⽅針委員は、総⻑選考・監察会議と
協議の上、⽂部科学⼤⾂の承認を得て、総
⻑が任命

参画

総⻑の業務執⾏
状況の確認 法⼈運営

の監督

総⻑選考に
関する意⾒

執⾏機能

監督機能

国⽴⼤学法⼈法の改正（2024年10⽉施⾏）:運営⽅針会議の設置を規定
国際卓越法施⾏規則および基本⽅針の改正︓国際卓越研究⼤学の合議制の機関に求められる認定要件を規定



参考
資料 ステークホルダーの声を反映した⼤学経営の展開① 90

意⾒⑥ 体制強化計画の実施が継続されるガバナンス体制の構築

多様なステークホルダーの参画による意思決定⽀援（例）

• 保護者、卒業⽣等の寄附者が参画し、各種ステークホルダーとのエン
ゲージメント強化および財源充実に向けた提⾔を実施寄附促進

• 学⽣、同窓⽣等が参画し、学⽣評議員制度の充実や同窓会会員・組織
相互間の交流強化等を実施学⽣・同窓会

• 学外エージェント等も活⽤し、⼤学経営を担う⼈材を国内外より広く
調査するとともに⼈材のロングリストを管理⼈材サーチ

• ⾦融等の専⾨⼈材が参画し、今後拡⼤が想定される出資、資産運⽤等
に関するモニタリング機能を強化投資

• ⾏政機関や産業界等から有識者が参画し、本学のシステム改⾰の実⾏
や本学の知の社会実装に向けた規制改⾰事項の提⾔を実施規制改⾰

委員会等設置による対話チャネルの充実
 運営⽅針会議等に多様なステークホルダーが参画する委員

会等を必要に応じ設置



参考
資料 ステークホルダーの声を反映した⼤学経営の展開② 91

意⾒⑥ 体制強化計画の実施が継続されるガバナンス体制の構築

戦略的対話の場としての「経営協議会」
 特定国⽴⼤学法⼈のうち最⼤の学外委員数（昨年度︓16名）
 本年度は外国⼈委員3名、⼥性委員5名を任命
 体制強化計画の策定において、委員からの多数の意⾒を反映

• これまでの⽇本の⼤学改⾰がうまくいっていないのは、海外⼤学と⽐べ職員数が圧倒的に⾜りない
ことだと思っており、そのことが教員の負担増として研究⼒の低下につながっている。

• ⽇本だけ若⼿が海外や⼤学院に⾏かない状況にあり、若⼿を育てる・伸ばす施策を東北⼤学主導で
ぜひ進めていってほしい。本申請を通じて、東北⼤学から世界の若⼿に対して変⾰の意思（ビジョ
ン）を⽰すことができれば、さらに素晴らしいことと思っている。

• ⼤学は社会との接点がまだまだ。社会の課題解決に対して⼤学の知を活⽤するという視点ではなく、
⼤学としてその課題にどう向き合ってその中から研究・教育を発展させていくという視点をもって
ほしい。東北⼤学が⽇本の課題解決、成⻑・発展につながる形を⾒せていってほしい。

• ⾼等⼤学院で定員管理や学⽣配置を⼀元的に統括することは、ぜひ実現してほしい。研究者のキャ
リアパスを産業界を含めて制度設計できるような社会にしていってほしい。

• 学外から如何に優れた学⽣・研究者に来てもらうかを中⼼に全学の国際化を推進していってほしい。

• 運営⽅針会議など、この複雑な制度が社会から理解されるのか。社会と⼤学の距離がこれでまた遠
くなることを危惧しており、法律施⾏後も東北⼤学としてのガバナンスを検討していってほしい。



参考
資料 権限と責任の的確な分担に基づく執⾏体制 92

意⾒⑥ 体制強化計画の実施が継続されるガバナンス体制の構築

教学と経営の⾼度化 〜 執⾏体制の再構築
 執⾏体制では、教学と経営の的確な役割分担のもと、役員の配置も含め

て各々に適した⽅法論をもって機能強化を図り、SLTがその有機的連携
の中⼼を担う

 「教学機能」は、プロボストが総括。同職は学術の多様性の深い理解の
もと、各種リソースの最適なアロケーションを主導し、アカデミアとし
てのクオリティを確保。国際的にも魅⼒ある多彩な才能を惹きつける研
究環境の実現や、卓越した研究成果に基づく次世代⼈材の育成など、研
究⼤学としての中枢機能を担う

 「経営機能」は、経営体としての⼤学変⾰を加速。具体的には、学外プ
ロフェッショナルや海外⼈材の登⽤、⺠間的経営⼿法の導⼊、規制改⾰
と連動する事業展開等により、経営の⾼度化を図る。⼤学のシステム改
⾰を持続的に駆動するための経営基盤の強化や、スピード感のある事業
展開などを⽀援

 新たに設置されるCGOは、広く世界から⼈材を登⽤し、強⼒な補佐体制
のもと包括的国際化を推進。同職は⼤学トップマネジメント層に世界的
視座を提供する「⿊船役」でもある
※ SLT : Strategic Leadership Team      CGO : Chief Global Officer
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東北⼤学 国際卓越研究⼤学研究等体制強化計画 第⼀次案
2023.09.01 公表資料
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専⾨学校･師範学校･留学⽣へ開放

「仙台は学術研究に最適な都市」
アインシュタイン, 1922

半導体レーザー

垂直磁気記録

コンパクチン

質量分析技術

フラッシュメモリ

1907年 東北帝国⼤学の創⽴
三番⽬の帝国⼤学

国際卓越
研究⼤学

3つのCommitments

研 究教 育

⺠間および⾃治体等からの
寄附を受けて創設・発展

⿊⽥ チカ 丹下 ウメ 牧⽥ らく

茅 誠司
第17代東⼤総⻑

松前 重義
東海⼤創⽴者 魯迅

多様性を⼒に 社会価値を創造
第6代総⻑ 本多光太郎

「産業は学問の道場なり」

社会との
共創

アンテナ

⽇本初の⼥⼦⼤学⽣の誕⽣
「⼥⼦の帝⼤⼊学は重⼤事件」

⽂部省, 1913 (110年前)

歴史と理念「研究第⼀」「⾨⼾開放」「実学尊重」

東⽇本⼤震災からの復興へ
貢献、⼤学の社会的使命を
構成員が強く⾃覚, 2011〜

第⼀次案

研究と教育は⾞の両輪
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東北⼤学は、世界的に卓越した研究
成果をもとに社会価値の創造を先導
する開かれたプラットフォームであ
る。我々は、東⽇本⼤震災からの復
興への貢献を通じ、多様なステーク
ホルダーとともに、社会的使命を共
有し、その⾃覚を強固なものとした。
東北⼤学は、研究の卓越性と多様性
を⼒として、固定観念にとらわれず
に挑戦を続け、未来を変⾰する社会
価値の創造を⾏う。

Research Excellence
国際的に卓越した研究エコシステム
（学術的インパクト）

東北⼤学は、すべての教職員、学
⽣・卒業⽣を中核とした本学コミュ
ニティメンバーの未来価値の向上に
対して継続的・重点的に投資し⾏動
する。東北⼤学は、開放性と多様性
を追求し、様々な社会的・⽂化的背
景をもった多彩な才能を受け⼊れ、
その個性を尊重するとともに、⼀⼈
ひとりの成⻑と⾃⼰実現を促す魅⼒
ある環境を作り上げ、活⼒ある未来
社会を担う⼈材の育成に貢献する。

Campus for Aspiring Minds
世界の研究者を惹きつける研究環境

Gateway to New Venture
世界に挑戦する学びの創造

東北⼤学は、卓越性と成⻑をともに
追求する新たな知識経営体へと進化
する。東北⼤学は、グローバル社会
の⼀員として⾏動するため、それに
ふさわしい組織体制を構築するとと
もに、ここに記載し約束したすべて
の事項を実現可能とする実効性の⾼
い⼤学ガバナンスを確⽴する。

Full-Scale Global Readiness
全⽅位の国際化

Responsive & Responsible 
Governance
機動的で責任ある経営とガバナンス

私たちは、広く波及する卓越し
た研究成果とそれに基づく社会
価値を創出し、地球規模課題の
解決とレジリエントな社会の実
現に貢献する。

Mission（使命）
東北⼤学は、世界的に卓越し
た研究、指導的⼈材の育成、
社会の多様なパートナーとの
協働を通して、平和で公正な
⼈類社会の実現に貢献する。

「研究第⼀」〜 卓越性の追求
「⾨⼾開放」〜 多様性と開放性
「実学尊重」〜 社会価値の創造

I-A-1︓⾻太の研究戦略に基づく
卓越性の追求

I-A-2︓独⾃の三階層研究⼒強化
パッケージ

I-A-3︓活⼒ある新たな研究体制

Founding Principles 
& Core Values（建学理念）

Commitments（公約） Strategies（戦略）Goals（⽬標）と重点KPI

Vision（⼤学像と意思）
東北⼤学は、三つの建学の理念
を礎として、知、⼈材、社会価
値を創出する世界に開かれた創
造のプラットフォームとなり、
持続可能な未来の実現に向けて
⾏動する。

私たちは、変⾰と挑戦を価値と
してシステムを⾰新し、構成員、
パートナー、社会とともに持続
的に成⻑する。

私たちは、多彩な才能を世界か
ら集め、経験・思考・⽂化など
の多様性を⼒として協働し、未
来の新たな可能性を拓く。

Commitment for Impact
未来を変⾰する社会価値の創造

Change 〜 変⾰と挑戦

Commitment for Talent
多彩な才能を開花させ未来を拓く

Commitment for Change
変⾰と挑戦を加速するガバナンス

Impact 〜 学術的・社会的
           インパクト

Talent 〜 ⼈材

論⽂数、Top10％論⽂数、Top10％論⽂割
合、若⼿研究者Top10％論⽂数、
若⼿研究者Top10％論⽂割合

Impactful Research & Innovation
世界に変化をもたらす研究展開
（社会的インパクト）

⺠間企業等からの研究資⾦等受⼊額、産学
共創拠点設置件数、⼤学発スタートアップ
数、知的財産権等収⼊、産学共著論⽂数

外国⼈研究者⽐率、国際対応⼒のあるスタッ
フ⽐率、留学⽣⽐率、博⼠課程学⽣の修了時
までの国際経験割合、執⾏部の外国⼈⽐率

留学⽣⽐率、博⼠課程学⽣の修了時までの
国際経験割合、博⼠課程学⽣への平均経済
⽀援額、博⼠課程学⽣数、博⼠号取得者数

外国⼈研究者⽐率、⼥性研究者⽐率、
PI研究ユニット数、
PI対象教員とスタッフの⽐率、
国際対応⼒のあるスタッフ⽐率

⾃⼰収⼊⽐率、事業規模、独⾃基⾦造成状
況、法⼈戦略財源の規模、執⾏部の外国⼈
⽐率

I-B-1︓世界を動かす知識⾏動プラッ
トフォーム

I-B-2︓投資を呼び込むSTIプラット
フォーム

I-B-3︓イノベーションを加速する共
創機能強化

Ⅱ-A-1︓魅⼒ある研究者キャリアパス
と処遇

Ⅱ-A-2︓経営スタッフの⾼度化と役割
の拡⼤

Ⅱ-A-3︓世界⽔準の挑戦を⽀える多様
性キャンパス

Ⅱ-B-1︓⼤学院から広がるキャリアマ
ネジメント

Ⅱ-B-2︓国際性・開放性を基軸とする
⼤学院変⾰

Ⅱ-B-3︓研究⼤学にふさわしい
学部変⾰

Ⅲ-A-1︓包括的国際化の推進
Ⅲ-A-2︓頭脳循環のためのグローバル

リンケージ
Ⅲ-A-3︓世界と共創する国際拠点形成

Ⅲ-B-1︓事業成⻑の新潮流に挑戦する
経営

Ⅲ-B-2︓知識経営体のためのガバナン
ス進化

Ⅲ-B-3︓活⼒を⾼め成⻑を促す組織マ
ネジメント

Ⅲ-B-4︓多彩な才能の活躍を⽀える協
働システム

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

A

B

A

B

A

B



研究インパクトを⽣み出す多様性と戦略性 96戦略 I-A-2
戦略 I-A-1

研究者の⾃由な発想を重視しつつ戦略的研究⼒強化施策を展開
独⾃の三階層研究⼒強化パッケージ

基盤的研究強化

多
様
性

戦
略
性

トップレベル
研究強化

分野融合研究強化

研究⼒強化に関する本学の実績

災害科学 材料科学 スピン
トロニクス

未来型医療 国際研究
クラスター

10個 S 評価

国⽴⼤学経営
改⾰促進事業

国際共同⼤学院併設 研究⼤学
強化促進事業

⼤学の強みと社会からの要請を考
慮した戦略的研究を推進
World-class Critical Massの形成

研究戦略ボード
（RSB）

Core Research Clusters

第3期中期⽬標期間
国⽴⼤学法⼈評価

1位

戦略的に重要なリサーチフロント
を特定し次世代の核形成を促進

PIの⾃由な発想による多様な研
究活動を、⻑期的視野から促進

世界⼗指に⼊る研究拠点の形成
地球システム科学（新設）
災害科学、材料科学、
スピントロニクス、未来型医療

国際的な視点から研究活動の全体を俯瞰

研究所機構の創設
研究共創体（半導体・AI・量⼦など）
国際研究クラスター

国際共同⼤学院（⽇本学、データ科学など）を併設

研究⽀援制度の抜本的強化
研究時間の確保、URA等の⽀援⼈材の拡充、コアファ
シリティの強化、若⼿独⽴研究体制の確⽴、若⼿の処
遇改善、安定的ポスト（無期雇⽤）の確保、海外研
鑽・サバティカル制度の展開、評価に基づくインセン
ティブの拡充など

S 評価

国内⼤学
⾼被引⽤著者

2位



活⼒ある新たな研究体制の確⽴ 97戦略 I-A-3
戦略 I-A-2

教授

准教授

助教

体制移⾏
インセンティブ

コ
ア
フ
ァ
シ
リ
テ
ィ

⽀
援
ス
タ
ッ
フ

基
盤
的
経
費
・
・
ユ
ニ
ッ
ト
単
位

教授
（PI）

准教授
（PI）

助教
（PI）研究室内で⾃前の

研究⽀援機能を実現

研
究
ユ
ニ
ッ
ト
研
究
ユ
ニ
ッ
ト
研
究
ユ
ニ
ッ
ト

830研究室 1,800研究ユニット

・
・
共
通

従来型講座制 独⽴研究体制

研究体制の戦略的トランジション
優秀な研究者（約1,800名）が

独⽴した研究ユニット主宰者
（PI）として活動できるフラッ
トで機動的な研究体制を制度化
テニュアトラック制度を全学的

に展開しECRの独⽴を促進
助教レベルのPIとしての独⽴に

ついては、基盤的経費等を各組
織へのインセンティブとして活
⽤し、全学的な移⾏を促進
分野の特性に応じた柔軟な研究

グループの編成を可能に
URA、テクニシャンのほか、知

財・産連・国際などの専⾨職ス
タッフを約1,100名増員

取組の⽅向性
教授・准教授・助教等が教育や管理業務等を分担するスタイルを解消（研究時間の確保）
初期・中堅キャリア研究者（EMCR）が独⽴環境で野⼼的な研究に挑戦できる機会を拡⼤
本学のこれまでの実績例
学際科学フロンティア研究所 FRIS
（ECR 50名規模の独⽴研究環境）を
はじめとする若⼿研究者の躍進

⽂科⼤⾂表彰
若⼿科学者賞

1位

⼤学フェロー
シップ創設事業

1位

創発的研究
⽀援事業

⽇本学術
振興会賞

⽇本学術
振興会育志賞

2位 2位 2位
2022年度︓14名 2021年度︓120件 2020〜21年度︓40件 2021年度︓5件 2021年度︓3名

ECR: 初期キャリア研究者、EMCR: 初期・中堅キャリア研究者

Research Fellow等

⼤学院⽣等

Research Fellow等

⼤学院⽣等

Research Fellow等

⼤学院⽣等



取組の⽅向性
EMCRが将来を⾒通せる多様なキャリアパス、
早期に独⽴して活躍できる機会の拡⼤
本学のこれまでの実績例
年間30億円規模の「東北⼤学若⼿躍進イニシアティブ」の展開
⼈事戦略会議による全学の教員⼈事のモニタリングおよび戦略的⼈事制度の展開

魅⼒あるキャリアパスと研究エコシステム 98戦略 II-A-1

A︓EMCRのキャリアを体系
化。研究者⼈材部⾨
（HCM）が多様な研究者
の挑戦を包括的に⽀援

B︓優秀な研究者がPIとして
活躍できる環境を整備。
機動的な研究ユニット編
成により研究活動全体を
活性化

C︓プロフェッショナルス
タッフによるサポート体
制を抜本的に拡充。
共⽤研究設備を強化

3つの重点施策

Junior
Research

Fellow
Assistant 
Professor

Associate  
Professor ProfessorResearch

Fellow

Associate  
Professor

Teaching
Professor

Teaching

Principal  
Research  

Fellow

Professorial  
Research  

Fellow

Assistant 
Professor

Teaching

Senior  
Research  

Fellow

教育専任型

アカデミック

研究専任型
凡
例

プロフェッショナルスタッフ（URA、アナリスト、技術・知財・法対応スタッフ等）
さらには、⾼度専⾨⼈材として社会で活躍

A
B

C

若⼿
教員⽐率

31.6%

優秀な研究者
への給与加算

120 名

リサーチプロフェッサー、
ディスティングイッシュ

トリサーチャー等

卓越プロフェッサー
の戦略的獲得

5名

特別招聘、ユニバーシ
ティ・リサーチリード

研究者⼈材部⾨（HCM）
○⾼度⼈材としての複線型キャリア⽀援 ○ダイバーシティ推進 ○インブリーディング抑制

Tenure Track

イエテボリ⼤学・
ボルドー⼤学、ほか

EMCR: 初期・中堅キャリア研究者



災害科学

地球規模の課題解決・価値創造に貢献 99戦略 I-B-1

世界を動かす知識⾏動プラットフォーム

従来の伝統的なリニアモデルによる研究展開
「基礎研究 知財化 事業化 社会実装」

にとどまらず、
地球規模の重要課題に対する新たな研究展開

「国際的働きかけを含めてマルチアクターで⾏動」

基礎研究とともに、ポスト仙台防災枠
組、世界防災フォーラム、防災ISO、
防災MBA、防災スタートアップ等への
取組を、福島サイエンスパークも活⽤
し展開、BOSAI概念を世界に普及

アカデミアのみならず多様なアクターとの国際協働を通して地球規模での価値創造に貢献

本学発の分野横断型⽇本学コミュニ
ティ（世界25⼤学）を通した「統合
⽇本学」の創造、⽇本と⻄欧の視点
の相対化による新たな価値観の発信

基礎研究とともに、気候変動や⽣物
多様性に関するCOP、TCFD/TNFD、
ポストSDGs等へ貢献

サスティナビリティ

⽇本学

2011.03

2015.03

2017.11
2019.11

2023.03
2023.05

東⽇本⼤震災

第3回国連防災世界会議＠仙台

第1回世界防災フォーラム＠仙台
第2回世界防災フォーラム＠仙台

第3回世界防災フォーラム＠仙台
仙台防災枠組中間評価へ提⾔
国連ハイレベル会合＠ニューヨーク

2015年制定 国際社会の三⼤アジェンダ

仙台防災枠組

2011.04 復興アクション開始
2012.04 災害科学国際研究所（IRIDeS）の設置

2015.07 「社会にインパクトある研究」開始

2021.04 グリーン未来創造機構の設置
国際社会の三⼤アジェンダに貢献

地球規模
課題

総合的な知を基盤とする研究

グローバルアジェンダや政策への貢献

国境を越えたビジネス創出

国際社会の課題解決に貢献できる⼈材育成

SDGs COP21パリ協定

東北⼤学の歩み

2023.05 G7仙台科学技術⼤⾂会合



都市部の全キャンパスを
イノベーションの場として創造 100

⼟地売却収⼊を含む⾃⼰
財源（約260億円）によ
り、新キャンパス整備に
かかる全ての費⽤を拠出

サイエンスパーク
4万m2

500m

科学的
ビッグデータソリューション

NanoTerasu

サイエンスパーク
4万m2

東北メディカル・メガバンク

災害科学国際研究所
（IRIDeS）

コアファシリティ

⽣み出される膨⼤なデータを統合的に分析、あらゆる現象の⾒える化
とシミュレーションを通して広範な科学・産業現場の課題解決に挑戦

Global
Coalition
Network

データ駆動型イノベーション創出
研究所機構

2015年開業
仙台市と連携

東京から90分

戦略 I-B-2

研究所機構

共共拠点の機能統合による国
際研究プラットフォーム

半導体テクノロジー共創体

国内最⼤の半導体R＆D
プラットフォーム

東北メディカル
メガバンク機構

⽇本最⼤の⼀般住⺠バイ
オバンク（15万⼈）

東北⼤学病院

80万⼈の臨床データ

地下鉄 仙台駅

次世代放射光施設 NanoTerasu
世界でも類のないコアリション型整備⽅式



本学のこれまでの実績例
「共創研究所」等の新たな取組により⺠間研究資⾦等が

年率13%で急伸⻑ ※2022年度速報値︓100億円超（2017年度⽐約2倍）
特⾊ある⼤型先端研究施設群の整備が進⾏中（次世代放射光施設 NanoTerasu等）

Tohoku University Science Park

事業成⻑の新潮流に挑戦する経営 101

投資を呼び込み発展するSTIプラットフォームとサイエンスパーク事業
※STI︓Science, Technology and Innovation

世界最先端フラグシップファシリティ（⺠間投資を呼び込み整備・拡充）
次世代放射光施設、東北メディカル・メガバンク機構、半導体テクノロジー共創体など
学内の先進研究設備とのDX連携により⽐類ないスーパーファシリティネットワークを構築

戦略 III-B-1
戦略 I-B-2

企業のR&D拠点をキャンパスに設置
共創研究所およびその発展型により、

企業との⼤型産学連携を⼀気に拡⼤
新たな整備⼿法・運営⼿法に挑戦
⼤学債によるサイエンスパーク整備
国⽴⼤学初の⺠間共同出資⼦会社によ
る事業展開 ※東北⼤学共創イニシアティブ（株）

東北メディカル・メガバンク機構
⽇本最⼤級の⼀般住⺠コホート調査
（15万⼈）

半導体テクノロジー共創体
国際集積エレクトロニクス
研究開発センター（CIES）等

次世代放射光施設 NanoTerasu
ナノスケール現象を可視化する巨⼤な顕微鏡

東北⼤学の事業規模

2004年 2021年 2049年（25年⽬）

1,027
億円

1,585
億円

3,490
億円

本学独⾃のサイエンスパーク事業
国家的に重要な戦略技術領域の研究ハブを
形成（AI・バイオ・量⼦・マテリアル等）
社会価値創造のために多彩なアクターが共
創するイノベーションエコシステムを創造

取組の⽅向性
社会価値創造を⽀える⾃⼰収⼊の拡⼤と持続的成⻑の実現

建設段階から⺠間投資を呼び込む世界でも類のない整備⽅式
出資意向は企業・⼤学・研究機関等約140件

⺠間投資を活⽤しゲノム解析を実施 100%⺠間拠出で整備した国内⼤学
唯⼀の300mmウェハ試作ライン等
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直近IPO実績
ispace社など

5 件
M&A実績
2件

東北⼤学発
スタートアップ

179社

経済産業省
⼤学発ベンチャーの実態に関する調査

ユニコーン

1社

アントレ
プレナーシップ
育成プログラム

年間
2,071名

東北⼤学ビジネス
インキュベーション

プログラム
Seed Funding

84件

東北⼤学ベンチャー
パートナーズ（株） 東北・新潟

10⼤学対象
Seed Funding

12件

2022年度受講者

第1号ファンド
96.8億円 26社投資

第2号ファンド
78億円 12社投資

2017年度⽐108%増

スタートアップ創出に関する本学の実績

⼤学発イノベーションエコシステム × ⼤学発スタートアップ
※ディープテックを中⼼とした投資

新たな
研究開発

優秀な
専⾨家と

研究ユニット
形成

卓越した
成果

成果の
社会への

認知

トップ
クラスの
⼈材集積

試験・分析企業
ものづくり企業

研究機関・⼤学

スタートアップ ICT企業
DXサービス企業

地域産業界
⾃治体 国際パートナー

⾦融機関・VC
アクセラレーター等

参画意向︓約140機関
企業（産業現場）

 仙台スタートアップスタジオ︓NTT・県・市と連携し、
スタートアップの新たな集積拠点を市街中⼼部に創設

 海外有⼒⼤学のサテライト設置により、世界最先端のア
ントレプレナーシップ教育を展開

 海外アクセラレーターと連携し、世界とつなが
る”SENDAI STARTUP CAMPUS”を創造

本学と仙台スタートアップスタジオ間を結ぶ
ネットワークでIOWN技術を活⽤

多彩なアクターが参画するイノベーションエコシステム
⾦融機関※との共同出資⼦会社による事業展開（国⽴初）

※三井住友信託銀⾏株式会社



委託 連携

アドミッション機構

⼤学院変⾰・研究⼤学にふさわしい学部変⾰ 103
戦略 II-B-1
戦略 II-B-2
戦略 II-B-3

挑
戦
⼼
の
あ
る
国
内
外
の
⼈
材

世
界
で
活
躍
す
る
卓
越
し
た
研
究
者
を
輩
出

多
様
な
セ
ク
タ
ー
へ
⾼
度
専
⾨
⼈
材
を
供
給

全ての⼊学者選抜を統括
• 選抜試験を全て総合型選抜
（現⾏AO⼊試）へ移⾏

戦略的なリクルート
• 海外同窓会・エージェント
等とも連携し、優秀な留学
⽣を戦略的にリクルート

研究者を業務から解放
• プロフェッショナルによる
⼊学者選抜へ

国際性・開放性を
基軸とする⼤学院変⾰

次代を担う博⼠課程学⽣を拡⼤
• 給与⽀給など経済⽀援を⼤幅に拡充（180→300万円）、研究者として処遇
• 修⼠から国際的視野で将来を⾒通せる⼀貫プログラム（12,000⼈）
東北⼤学独⾃の教育ガバナンスを確⽴する 「⾼等⼤学院」を設置
• 全⼤学院の定員、学⽣配置、学位授与等を⼀元管理
• 学術・社会ニーズ等に機動的に対応する横断型学位プログラムの全⾯展開

（ 17→50プログラムへ拡⼤、学⽣参画率100%）
• 海外⼤学等との連携により国際経験を必須化（8→100%）

6,000⼈（40%） 6,000⼈（40%）

研究⼤学にふさわしい学部変⾰
学部学⽣（留学⽣）

「⾼等⼤学院」      へ接続

徹底した国際共修環境に浸る「ゲートウェイカレッジ」を設置
• 既存学部から⼊学定員を確保し8,000⼈規模で展開（国家資格関係を除く）
• 留学⽣2,000名と国内学⽣6,000名の国際共修環境を提供
• ワールドクラスカレッジやトップスクールへの留学等を必須化（1〜2年次）
• 分野転換教育に基づきLate Specializationを実現
• 強固な専⾨基盤と広い視野を養う専⾨教育

業務⼦会社
海外エージェント
海外同窓会ほか

2,700⼈（30%） 4,000⼈（17%）

（ 2%）
（20%）10,000⼈

（3〜4年次）

25
年
後

25
年
後

国際研究
クラスター

10個

令和3年度
総合型選抜で
30%を達成国際共同⼤学院併設

教育に関する本学の実績

THE⽇本⼤学
ランキング2023

1位
4年連続1位

朝⽇新聞
⼤学ランキング
⾼校からの評価

総合評価

1位
2006〜2022年までで

総合1位を15回

朝⽇新聞
⼤学ランキング

コロナ禍で優れた対応を
⾏っていると思う⼤学

1位
2022年

博⼠後期課程学⽣
全員に経済的⽀援
授業料は実質無料
学⽣⼀⼈当たりの⽀援

年 180万円
AO⼊試をツールとして学
⽣のポテンシャルを発掘

戦略的な
アドミッション

満点に近いSATスコ
アの学⽣を⾼校とタ
イアップして獲得

博⼠（留学⽣） 修⼠（留学⽣）
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東北⼤学 総合戦略会議
 法⼈の⻑（総⻑）の選任・解任、⼤学の運営に関する重要事項を決定する権限の保有
 学外委員（過半数）と学内委員の⼗数名程度で構成し、議⻑は学外委員から選出
 ダイバーシティに配慮した委員構成（外国⼈⽐率２割程度、⼥性⽐率３割以上等）
 学外委員として、国内外の企業経営者、学⻑等の経験者、会計・法律等の専⾨家、

産業・⾏政等の第⼀線で活躍する有識者、同窓⽣や学⽣代表等が参画
 学内委員として、総⻑、プロボスト、CFO、CGO等が参画

東北⼤学 総合戦略会議 選考会議

総⻑

委員の
選出

選考会議の委員選出

経営⽅針提⽰・業務執⾏監督

監
事

監査

監査

多様なステークホルダーの声を経営に反映
寄附促進委員会、学⽣・同窓会委員会

規制改⾰委員会など

ガバナンス機能の強化
総⻑・役員サーチ委員会、監査委

員会、投資委員会（リスク管理）、
報酬委員会など 出席

委員会機能
の充実

研究・教育等担当の
役員等

研究、教育、教員⼈事、
評価、産連等

包括的国際化担当役員
総⻑、プロボスト、CFOと
連携し、業務ラインを横断
して国際化を統括（⽇本⼈
に限定せず）

事業財務担当役員
事業財務運営の責任者。
事業戦略策定、財源獲得、
基⾦造成・運⽤等の管理
運営業務を担当

各役員等
⼈事、法務、広報、
基⾦、校友、施設、
情報等

CGO
10学部

⽂、教、法、経、理、医、
⻭、薬、⼯、農

15⼤学院
⽂、教、法、経、理、医、
⻭、薬、⼯、農、国際⽂化、
情報、⽣命、環境、医⼯

3専⾨職⼤学院
法科、公共政策、会計

6附置研究所
⾦属材料、加齢医、流体、
電気通信、多元物質、災害

CFO

教学担当役員
教学に関する事項の実質的な責任者。研究・教育等の担当理事、
副学⻑を統括。全テニュア教員の⼈事を掌握し、卓越性を確保

プロボスト

財務、国際、⼈事、法務、広報、
基⾦、校友、施設、情報等

研究、教育、教員⼈事、
評価、産連等

経営の⾼度化により獲得される経営資源は、教学と経
営の有機的連携により、総⻑及びプロボスト主導のも

と学内研究教育への最適なアロケーションを実施

業務センター群
研究⽀援、教育⽀援、共創戦略、資産運⽤、環境安全等

業務機構群
学⽣⽀援、研究⼒強化、国際連携、産学連携、情報化推進、未来創造等

教学 経営

⽀援機能

教育研究評議会
教育研究に関する重要事項を審議

経営協議会
経営に関する重要事項を審議（学外者が過半数）

監査室

Strategic 
Leadership 
Team (SLT)

役員会

「世界と伍する研究⼤学の在り⽅について 最終まとめ」(R4.2.1 総合科学技術・イノベーション会議）および「制度改正に向けた論点整理」（R3.12.24 
世界と伍する研究⼤学の実現に向けた制度改正等のための検討会議）を基に作成。今後予定される国⽴⼤学法⼈法の改正内容を踏まえ、制度設計を検討
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外国⼈⽐率
留学⽣︓30%（⼤学院40％、学部20％）
研究者︓30%
経営スタッフ︓20%
総合戦略会議︓20%、執⾏部︓30％

Outbound Readiness 
ゲートウェイカレッジ学⽣英語⼒

TOEFL iBT® 79以上︓100%
国際共修ゼミ拡充︓2倍以上
渡航費⽀援拡充
海外サバティカル取得の推進 など

Inbound Readiness 
⽇英公⽤語化︓100%
英語による授業︓⼤学院100％、学部50％以上
リクルート機能の抜本強化
国際対応⼒のある職員︓50％
国際混住寮・レジデンス拡充︓2倍 など

世界トップ有識者によるアドバイス体制

連携

President
Provost

CGO

CGO（包括的国際化担当役員）による
トップマネジメント

業務⼦会社の設置や戦略的アウトソース等
構成員の負担軽減と⽣産性向上

100名
規模

Leadership & Structure Mobility ＆
Experience

Outbound 

Global Linkage & Network

Inbound 
Diversity

Global Linkage & Network

Diversity

Global Readiness

Leadership & Structure

Policy

Mobility & 
Experience

Institutional Commitment
& Policy

Global Readiness

戦略 III-A-1

Research Strategy Board
University Advisors

海外経験⽐率
学部学⽣︓100% （国際共修）
博⼠学⽣︓100%
テニュア教員︓100%

多様な専⾨知Advisors

現場まで浸透する包括的国際化の基本⽅針
3つのCommitments (公約)、6つのGoals(⽬標)、

19のStrategies（戦略）のすべて、
5つの重点KPIを設定

基本⽅針に基づき、すべての学内規定や慣⾏を国
際⽬線で⾒直し、真のグローバルキャンパスへ

海外代表事務所 (３), リエゾンオフィス (19), 国際ジョイントラボ (２), AIMRサテライト (２), 戦略的国際パートナー (４), 
コンソーシアム (５), ⼤学間交流協定 (246), 若⼿リーダー研究者海外派遣 (39)ほか、国際共同⼤学院や同窓会等のネットワークを⼤幅拡⼤

全⽅位の国際化をCGO（包括的国際化担当役員）を中⼼に徹底推進
国際対応⼒を最⼤限に⾼め、よりグローバル志向に⾏動する組織へと変⾰

CFO



20
億円

戦略的資源配分マネジメント 106戦略 III-B-2
戦略 III-B-3

法⼈戦略財源の規模

2004年 2021年 2049年（25年⽬）

100
億円

3,490
億円

1,000
億円

本学のこれまでの実績例
国⽴⼤学最⼤規模の法⼈戦略財源（約100億円︓総事業費の

約10％）を確保。本計画により1,000億円規模に拡⼤の予定
概算要求等を通して戦略的に設置した組織について、ステー

ジゲート⽅式で組織の存続を審査、組織の新陳代謝を促進

研究者・研究ユニットレベル

経営戦略DB

教員DB

現⾏の約130の経
営指標に加え、国
際卓越研究⼤学の
50超のKPIをダッ
シュボードに可視
化・活⽤

基盤的財源

基盤的財源組織
（部局等） 法⼈戦略財源

DXによる
エビデンスデー
タの統合的活⽤

データ連携

法⼈戦略財源

C
レビュー結果反映

E
レビュー・教員評価結果反映

B
全学ヒアリング

E
研究活動報告等データレイクに全

学標準項⽬（約
20）を集約、個⼈
評価等に活⽤

法⼈総合戦略会議 国際アドバイザー

外
部
専
⾨
家

承認・助⾔ 助⾔
A

D
評価結果反映

A 総⻑・プロボスト・CFO・CGOで構成
するStrategic Leadership Team
（SLT）にて予算の配分⽅針を決定

B 法⼈戦略財源については、提案に対し
て全学ヒアリングを実施（国際アドバ
イザーからの助⾔も活⽤）

C SLTが法⼈戦略財源の配分を決定

D 組織を⽀える基盤的財源については、
エビデンスデータを活⽤した組織評価
を実施し、統廃合も含めて配分を決定

E 組織内においても、エビデンスデータ
と外部専⾨家のピアレビューに基づく
教員評価を実施のうえ、組織⻑の戦略
に沿った資源配分を実施

戦略資源配分

Strategic 
Leadership Team
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6,791本
13,200本

18,960本
24,000本

現状 10年目 18年目 25年目

論文数

664本
2,100本

3,930本
6,000本

現状 10年目 18年目 25年目

Top10％論文数

9.8% 15.9%
20.7%

25.0%

現状 10年目 18年目 25年目

Top10％論文割合

114本 380本
740本

1,140本

現状 10年目 18年目 25年目

若手研究者
Top10％論文数

8.8%
15.3%

20.5%
25.0%

現状 10年目 18年目 25年目

若手研究者
Top10％論文割合

⽬標 I-A  Research Excellence 国際的に卓越した研究エコシステム（学術的インパクト）

86億円
263億円524億円

959億円

現状 10年目 18年目 25年目

民間企業等からの研究資金等
受入額

14件 47件
102件

200件

現状 10年目 18年目 25年目

産学共創拠点設置件数

157社
750社

1,150社

1,500社

現状 10年目 18年目 25年目

大学発スタートアップ数

481百万円
1,080百万円

2,120百万円

4,170百万円

現状 10年目 18年目 25年目

知的財産権等収入

520本 1,220本
2,070本

3,280本

現状 10年目 18年目 25年目

産学共著論文数

⽬標 I-B  Impactful Research and Innovation 世界に変化をもたらす研究展開（社会的インパクト）

9.1%
17.0% 24.0%

30.0%

現状 10年目 18年目 25年目

外国人研究者比率

15.7%
28.0% 33.0%

40.0%

現状 10年目 18年目 25年目

女性研究者比率

830ユ

ニット

1,500ユ

ニット

1,800ユ

ニット

1,800ユ

ニット

現状 10年目 18年目 25年目

PI研究ユニット数

89.1%
130.0% 140.0%

150.0%

現状 10年目 18年目 25年目

PI対象教員とスタッフの比率

6.7%
25.0%

40.0%

50.0%

現状 10年目 18年目 25年目
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⽬標 II-A  Campus for Aspiring Minds 世界の研究者を惹きつける研究環境
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⽬標 II-B  Gateway to New Venture 世界に挑戦する学びの創造 
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⽬標 III-B  Responsive and Responsible Governance 機動的で責任ある経営とガバナンス
法人戦略財源の規模

⽬標 III-A  Full-Scale Global Readiness 全⽅位の国際化（他⽬標の重点KPIと重複するため再掲せず）


